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研究要旨 

チック症は発達障害に含まれ、幼児期後期に発症することが多く、精神行動上の問題を

伴うことがある。そこで、この時期におけるチック及び精神行動上の問題の実態を把握し

た上で、チックと精神行動上の問題や支援のニーズとの関連を検討して、支援への示唆を

得ることを目指した。昨年度に実施した都内 A 区立の全保育園に通う幼児期後期の調査を

踏まえて、今年度は、再調査へ協力すると保護者が回答した 5～6 歳の幼児について、昨年

度と同じ調査項目に研究班全体の調査項目を加えて回答を依頼した。調査票を受け取った

134 名中 100 名（74.6%）から回答を得た。昨年度と比べると、何らかのチックが確かにあ

った割合はほぼ同じであり、幼児期後期の 1 年間はチックが高率のまま推移することが確

かめられた。昨年度と同様に、チックを有すると、精神行動上の問題や支援のニーズが高

かった。研究班全体の調査項目である吃音、ディスレクシア及び不器用についても、チッ

クを有する場合に高く、特に不器用で顕著であった。また、B 市の一保育園で保護者と保育

士の両方の評価を得て比較することができ、多面的な評価の必要性が改めて示唆された。 

 

Ａ．研究目的 

チックは、突発的、急速、反復性、非律

動性の運動あるいは発声であると定義され

ている。ICD-10 では、おそらく 5 人～10

人の小児に 1 人が、ある時期にチックを呈

するとされている。チックで定義される症

候群がチック症であり、その中でも持続期

間が 1 年未満である暫定的チック症が多い

が、1 年以上である持続性（慢性）チック

症も数%程度いると考えられる。チックの

平均発症年齢は 4～6 歳とされており、その

後に比較的短期間に軽快する場合が多い。

少なくとも 10%程度は持続性となる可能性

があるが、どのような場合に持続性チック

症になりやすいかは必ずしも明らかではな

い。 

チック症は、発達障害者支援法に定める

発達障害に該当すると同時に、DSM-5 によ

る神経発達症群に含まれる。また、チック

症は注意欠如・多動症（ADHD）や自閉ス

ペクトラム症（ASD）などの代表的な発達

障害に加えて、強迫症状を中心とする様々

な反復行動で特徴づけられる強迫症及び関

連症群を併発しやすい。従って、チックを

持つ子どもは、他の発達障害やいわゆるく

せとこだわりを中心とする精神行動上の問



題を伴うことがあり、それらも含めて実態

を把握することが望まれる。 

さらに、チック症が発達障害に含まれる

にもかかわらず、親の育て方によるとの誤

解がいまだにあり、チックを持つ子どもを

早期に把握して適切な情報提供などの支援

を行うことが望まれる。 

以上より、本研究では、チックの好発年

齢である幼児期後期においてチック及びく

せとこだわりを中心とする精神行動上の問

題の実態を把握した上で、チックと精神行

動上の問題や支援のニーズとの関連を検討

して、チックを持つ子どもに対する支援へ

の示唆を得ることを目指す。今年度は、昨

年度からの 1 年間を経ての変化を検討する

と共に、研究班で取り組んでいる吃音、デ

ィスレクシア及び不器用の観点からも検討

を深める。また、保護者と専門家の評価を

比較照合して、多面的な状態の把握につい

て予備的に検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

１．A 区の保育園の調査 

昨年度に実施した、チック及びくせとこ

だわりを中心とする精神行動上の問題に関

する調査に回答した 4 歳児クラス（4 歳～5

歳）の園児 378 名中 195 名が今年度の調査

に協力すると回答した。195 名のうちで氏

名が不明などのために調査票が届かなかっ

た 61 名を除いた 134 名を本調査の対象と

した。従って、本調査は 2017 年 11～12 月

にこの 134 名を対象として実施された。 

 

２．B 市の一保育園の調査 

 保育士の協力が得られた保育園で、A 区

と同じ調査票を用いて調査を行った。まず、

A 区と同時期に保護者を対象に調査を行っ

て、保育士による調査を行ってもよいと回

答した場合に、保育士が保護者と同じ調査

票を用いて評価をした。 

 

３．調査票 

 調査票は、昨年度の調査に使用した一式

に研究班で作成した共通する質問紙（統合

版）である「子どもの様子に関する観察シ

ート」を加えて構成した。 

 チックに関する調査票は 2 種類であった。

調査票・１は、英国の大規模コホート調査

で あ る Avon Longitudinal Study of 

Parents and Children (ALSPAC)で使用さ

れている項目（Scharf et al., 2012）を参考

にして作成しており、8 項目からなる。8 項

目の中で、運動チックに関する 3 項目、音

声チックに関する 2 項目及びチックの頻度

に関する 1 項目については、ALSPAC の項

目を和訳して用いた。複雑チックか随意的

な活動かの区別がしにくい項目については、

それのみをあると回答した場合には随意的

な活動とし、より典型的なチックも合わせ

てあると回答した場合には複雑チックとし

た。この 6 項目に、本人の苦痛に関する 1

項目及びチックの 1 年以上の持続に関する

1 項目を加えた。頻度に関する項目は５段

階だが、それ以外は、「0: まったくない」

～「2: 確かにあった」の 3段階で評価する。

調査票・２は、チックに関する自己記録（Tic 

Symptom Self Report: TSSR））である

（Chappell et al., 1995）。運動チック 20

項目、音声チック 20 項目について、「0: 過

去 1 週間は症状がまったくなかった」～「3: 

チックは非常にしばしばあり、とても強か

った」の４段階で評価する。チックの治療



の効果の評価にも用いられてきている

（Chappell et al., 1995; Leckman et al., 

1988）。日本語版は逆翻訳を経て確立してい

る。調査票・１のいずれかに対して、「1: あ

ったかもしれない」または「2: 確かにあっ

た」と回答した場合のみ、この調査票に回

答を求めた。 

 チック以外のくせとこだわりについては、

強迫様行動に関する調査票（Childhood 

Routine Inventory：CRI）の日本語版を使

用した（Evans et al., 1997; Yamauchi et 

al., 2016）。19 項目は、CRI の原版と同じ

で、「1: 全くない/決してない」～「5: 大変

多い/いつも」の 5 段階で評価する。但し、

原版では各項目について発症年齢及び強迫

様行動へのとらわれを評価していたが、日

本語版では割愛し、代わりに、20 番目に、

1～19 項目のいずれかをしないとつらそう

かを 5 段階で評価した。 

その他の精神行動上の問題については、

本研究のために独自に作成した調査票を使

用した。精神行動上の問題には、発達特性

（ASD 特性、ADHD 特性、知的障害）6 項

目に加えて、内在化問題 2 項目及び外在化

問題 2 項目を含めた。いずれも「1: ない」

～「3: よくある」の 3 段階で評価した。 

子どもに関する支援のニーズについては、

本研究のために独自に作成した調査票を使

用した。子育ての悩み、子どもの発達、子

どものくせやこだわりについて、相談や助

言を求めるかを、「1: ない」～「3: よくあ

る」の３段階で評価する。また、子育てが

楽しいかについても同様に評価した。 

「子どもの様子に関する観察シート」は、

吃音に関する 4 項目、チックに関する 5 項

目、ディスレクシアに関する 5 項目、不器

用に関する 5 項目からなる。吃音が 1 年以

上継続しているかの項目以外は、「全くな

い」～「常にある」の 5 段階で評価する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施に先立って、東京大学大学

院医学系研究科・医学部倫理委員会の承認

を得た（承認番号：11316-(1)）。調査の依

頼状には、調査への参加は任意であること、

不参加によって不利益を生じないこと、調

査を途中で中止できること、調査による直

接的な利益はないことを記した。調査への

同意については調査票で確認した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．A 区の保育園の調査 

１）対象の記述 

 134 名中 100 名から回答を得た（回答率：

74.6%）。性別は男児 45 名、女児 55 名、年

齢別は 5 歳 32 名、6 歳 68 名であった。 

チックに関する調査票・１の結果を表 1

に示した。チックが確かにあった児は、顔

面や頭部の繰り返す動きという典型的な運

動チックについては 13 名、音や声の繰り返

しという典型的な音声チックについては

15名であった。性別の比較を表 2に示した。

男児でいくらか高率であったものの、大差

はなかった。 

また、チックが確かにあったまたはあっ

たかもしれない児 44 名についてみると、頻

度が毎日である場合は 16 名であり、頻度が

1 週間に 1回以上の場合まで広げると 34名

であった。チックについて子どもが困った

り悩んだりしていると思われる場合は 5 名

であった。発症から 1 年間以上持続してい

ると思われる場合は 41 名であった。 



 チックに関する調査票・２（TSSR）では

43 名が何らかのチックがあると回答して

いた。運動チックについて得点を合計する

と（0～60 点）、平均 2.7 点（SD: 3.32）で

あった。音声チックについては（0～60 点）、

平均 3.3 点（SD: 3.51）であった。両者を

合わせたチック全体については（0～120

点）、平均 6.1 点（SD: 5.84）であった。個々

の運動チックの中で TSSR 得点が高い 5 種

類を表 3 に示した。また、個々の音声チッ

クの中で TSSR 得点が高い 5 種類を表 4 に

示した。 

 チック以外のくせとこだわりを含めた精

神行動上の問題についてみると、CRI には

100 名から回答があり、19 項目の評点を合

計すると（19～95 点）、平均 36.2 点（SD: 

12.35）であった。くせやこだわりをしない

とつらそうかについては、平均 1.6 点（SD: 

0.93）であった。つらそうなことが少し/ま

れに以上ある（2 点以上である）者は 37 名

（37.0%）であった。 

 精神行動上の問題としては、発達特性に

対応する 6 項目の評点を合計すると（6～18

点）、平均 8.3 点（SD: 2.54）であった。そ

の中でもASD特性に対応する2項目につい

ては（2～6 点）、平均 3.1 点（SD: 1.07）、

ADHD特性に対応する3項目については（3

～9 点）、平均 3.8 点（SD: 1.41）であった。

また、内在化問題に対応する 2 項目につい

ては（2～6 点）、平均 3.4 点（SD: 1.16）で

あり、外在化問題に対応する 2 項目につい

ては（2～6 点）、平均 2.9 点（SD: 0.97）で

あった。これらの精神行動上の問題を合わ

せると（10～30 点）、平均 14.5 点（SD: 3.68）

であった。 

さらに、研究班全体での共通調査項目で

「ごくまれにある以上」が 1 項目以上ある

場合をみると、「話し方」（吃音）に関する

3 項目で 17 名、「くせ」（チック）に関する

項目で 40 名、「読み書き」（ディスレクシア）

に関する 5 項目で 38 名、「運動」（不器用）

に関する 5 項目で 28 名であった。 

 支援のニーズに対応する 3 項目の評点を

合計すると（3～9 点）、平均 5.0 点（SD: 

1.88）であった。特に、くせやこだわりに

関する支援のニーズは、平均 1.55 点（SD: 

0.70）であり、よくある者が 12 名（12.0%）

であった。 

２）チックの有無による比較 

何らかのチックが確かにあった場合にチ

ック有として、チック無との比較を行った

（表 5）。チック有の範囲を広げて、チック

が有ったかもしれないまたは確かにあった

場合をチック有として、同様にチック無と

の比較も行った（表 6）。チック有の範囲を

狭めた場合も広げた場合も、チックを有す

ると、チック以外のくせやこだわり、精神

行動上の問題、支援ニーズが有意に高かっ

た。ただし、子育ての楽しさはチックの有

無で異ならなかった。 

３）昨年度との比較 

 当初に調査の対象とした 134 名の昨年度

の結果と実際に回答した 100 名の今年度の

結果を比較した。 

 まず、チックの頻度についての比較を表

7 に示した。2 回の調査間で有意差は認めら

れなかった。 

 次に、チックが確かにあった場合につい

て 2 回の調査を比較した（表 8）。さらに、

チックがあったかもしれないまたは確かに

あった場合にまで広げて 2 回の調査を比較

した（表 9）。いずれの場合も、チック以外



のくせやこだわり、精神行動上の問題、支

援ニーズについて 2 回の調査間で有意差は

認められなかった。 

 

２．B 市の保育園の調査 

 昨年度は 4 歳児クラス 26 名中 4 名、5 歳

児クラス 26 名中 11 名について保護者から

回答を得た。今年度は昨年度との重複を避

けるために 4 歳児クラスのみに依頼をして

5 名について、保護者及び保育士から回答

を得た。 

 チックについては、何らかのチックがあ

るかもしれないまたは確かにあったと回答

したのは保護者が 4 名であったのに対して、

保育士が 1 名であった。研究班全体での共

通調査項目で「ごくまれにある」以上が 1

項目以上ある場合をみると、「くせ」に関す

る 5 項目については、保護者が 4 名である

のに対して、保育士が 2 名であり、この 2

名は重複していた。「話し方」に関する 3 項

目については、保護者が 2 名であるのに対

して、保育士が 2 名であり、この 2 名は重

複していた。この 2 名中 1 名について保護

者が「常にある」と回答し、保育士が「し

ばしばある」と回答していた。「読み書き」

に関する 5 項目については、保護者も保育

士も 5 名全員であった。この 5 名中 1 名に

ついて保護者が「しばしばある」と回答し、

保育士が「時々ある」と回答していた。残

りの 4 名は保護者によると「わずかにある」

であったが、そのうち 3 名を保育士が「時々

ある」と回答していた。「運動」に関する 5

項目については、保護者が 3 名であるのに

対して、保育士が 3 名であり、この 3 名は

重複していた。そのうち 1 名は保護者によ

ると「常にある」であったが、保育士が「わ

ずかにある」と回答していた。CRI19 項目

の合計得点をみると、保護者で平均 49（SD: 

22.3; 22～84）、保育士で平均 24（SD: 4.7; 

19～31）であった。 

 

Ｄ．考察 

昨年度の A 区の調査に対して再調査へ協

力すると回答した中で、回答率が 74.6%と

かなり高く、縦断研究として信頼できるデ

ータが得られたと考える。その結果、4 歳

児クラス（4～5 歳）から 5 歳児クラス（5

～6 歳）の 1 年間の経過をみると、何らか

のチックが確かにあった頻度が各々23%と

24%であり、ほぼ同じであった。すなわち、

幼児期後期の 1 年間はチックが高率のまま

推移することが確かめられた。また、チッ

クの有無による児の特徴についてみると、

昨年度と同様に、チックを有すると、チッ

ク以外のくせやこだわり、精神行動上の問

題、支援ニーズが高かった。 

 今年度の 5 歳児クラスの児をチックの

有無で比較すると、チックがある場合には、

チック以外のくせとこだわりや発達特性を

含めた精神行動上の問題、支援ニーズがよ

り高くなっており、昨年度と同様の傾向が

認められた。研究班全体で取り組んでいる

調査項目についてみると、チックがあると、

「くせ」が圧倒的に高率であるのは当然で

あったが、「話し方」、「読み書き」、「運動」

のいずれについてもより高率になっていた。

その中でも、両群の差は、「運動」で最も大

きかった。臨床例の知見では、チック症、

特にトゥレット症では ADHD が高率に併

発するとされていること（Ferreira et al., 

2014）、また、ADHD はディスレクシアや

発達性協調運動症を伴いやすいことから



（Taurines et al., 2010; Goulardins et al., 

2015）、地域の幼児期後期においてもチック

はディスレクシアや不器用への親和性を有

していると考えられた。本研究では、不器

用については、この想定に合致していたが、

ディスレクシアについては、チック無でも

「読み書き」の頻度が高いためにチックの

有無による相違が明確になりづらかった。 

今年度は、これまで論じてきた A 区での

調査に加えて、ごく少数であるものの保護

者と保育士による評価を比較することがで

きた。研究班全体の調査項目では、「話し方」

「読み書き」「運動」は両者で回答が類似し

ていたが、「くせ」については保護者の方が

高率に回答していた。何らかのチックがあ

ったかもしれないまたは確かにあったとの

認識についてもやはり両者の相違が認めら

れた。臨床例の知見でもチックが園や学校

よりも家庭で生じやすいことが知られてお

り、また、軽症な場合には園で気づかれに

くいことがあるかもしれないとすると、必

ずしも意外とは言えない。いずれにしても、

多面的評価の必要性が示唆されたと言えよ

う。 

本研究にはいくつか限界がある。まず、A

区での昨年度の調査に回答した 376 名のう

ちで調査に協力すると回答した者が 195 名

であり、さらに情報が不十分などで調査が

実施できたのが 134 名であった。回答率は

高かったものの、A 区全体を反映している

とは言えないと思われた。また、一人ひと

りのデータが照合できるような調査は実施

できなかった。回答率が高いことから集団

としては 1 年間の経過を経た検討には十分

であるが、経過中の変化について検討を深

めることはできなかった。さらに、研究班

全体の調査項目については暫定的に点数化

をした場合と「ごくまれにある」以上の割

合を見た場合を報告したが、どのような解

析方法を取るのが適切かはまだ検討の余地

があり、それに伴って結果が若干変化する

可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

昨年度の A 区の調査に対して再調査へ協

力すると保護者が回答した 5～6 歳の幼児

について、同様の調査を実施したところ、

134 名中 100 名（74.6%）から回答を得た。

昨年度と比べると、何らかのチックが確か

にあった割合はほぼ同じであり、幼児期後

期の 1 年間はチックが高率のまま推移する

ことが確かめられた。昨年度と同様に、チ

ックを有すると、精神行動上の問題や支援

のニーズが高かった。研究班全体の調査項

目である吃音、ディスレクシア及び不器用

についても、チックを有する場合に高く、

特に不器用で顕著であった。また、B 市の

一保育園で保護者と保育士の両方の評価を

得て比較することができ、多面的な評価の

必要性が改めて示唆された。 
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表 1 チックの概要 

 あったかもしれない＋確か

にあった 

確かにあった 

顔面や頭部の繰り返す動き 28 名（28%） 13 名（13%） 

首、肩または胴体の繰り返す

動き 

17 名（17%） 6 名（6%） 

音や声の繰り返し 32 名（32%） 15 名（15%） 

何らかの運動チック 34 名（34%） 15 名（15%） 

何らかの音声チック 32 名（32%） 15 名（15%） 

何らかのチック 44 名（44%） 24 名（24%） 

 

表 2-1 チックが確かにあった子どもの性別 

 男（n=45） 女（n=55） 合計（n=100） 

何らかの運動チック 9 (20%) 6 (10.9%) 15 (15%) 

何らかの音声チック 8 (17.8%) 7 (12.7%) 15 (15%) 

何らかのチック 12 (26.7%) 12 (21.8%) 24 (24%) 

 

表 2-2 チックがあったかもしれない＋確かにあった子どもの性別 

 男（n=45） 女（n=55） 合計（n=100） 

何らかの運動チック 19 (42.2%) 15 (27.3%) 34 (34%) 

何らかの音声チック 17 (37.8%) 15 (27.3%) 32 (32%) 

何らかのチック 21 (46.7%) 23 (41.8%) 44 (44%) 

 

表 3  TSSR 得点の高い運動チック（上位の 5 種類） 

 平均得点（SD） 
たまにあり以上

（1～3 点以上） 

しばしばあり以上

（2～3 点以上） 

１．繰り返し何かに触る 0.23 (0.59) 10 名 3 名 

２．わいせつな仕草 0.20 (0.48) 10 名 2 名 

３．脚を蹴り上げる 0.17 (0.53) 7 名 2 名 

４．何かをつまんで引っ張る 

（服など） 

0.15 (0.48) 7 名 1 名 

５．顔のチック 0.13 (0.56) 4 名 2 名 

５．まばたき 0.13 (0.56) 5 名 2 名 

注：調査票・２に回答した全員を対象にして算出している 

 



表 4 TSSR 得点の高い運動チック（上位の 5 種類） 

 平均得点（SD） 
たまにあり以上

（1～3 点以上） 

しばしばあり以上

（2～3 点以上） 

１．一つの単語や音を繰り返す 0.29 (0.72) 10 名 5 名 

２．ほかの人の言ったことを 

繰り返す 

0.25 (0.54) 12 名 3 名 

３．咳払い 0.24 (0.59) 10 名 3 名 

４．鼻ならし 0.22 (0.72) 6 名 4 名 

５．自分の言った言葉や文章を

繰り返す 

0.21 (0.58) 8 名 3 名 

注：調査票・２に回答した全員を対象にして算出している 

 

表 5-1 チックの有無による精神行動上の問題の比較・１ 

 チック有( n=24) チック無 (n=56) 統計量 

 平均 SD 平均 SD t 値 p 値 

発達特性 10.0  3.1  7.6  2.1  -3.4  <.001 

 ASD 特性 3.3  1.2  2.6  0.9  -2.7 .012 

 ADHD 特性 5.2  1.6  3.9  1.2  -3.6 .001 

内在化問題 4.0  1.1  3.1  1.1  -3.4 .001 

外在化問題 3.4  1.1  2.6  0.9  -3.2 .002 

精神行動上の問題 17.3  4.1  13.3  3.1  -4.7 <.001 

支援ニーズ 6.3  1.9  4.3  1.6  -5.1 <.001 

くせとこだわりへの 

支援ニーズ 

2.0 0.9  1.3  0.5  
-4.0 <.001 

子育ての楽しさ 2.6  0.5  2.7  0.5  0.4 .68 

CRI（1～19 項目） 40.6 15.6  31.0  10.6  -3.2 .002 

CRI（20 項目） 1.9  1.2  1.4  0.8  -1.9 .064 

注：「何らかのチックが確かにあった」と「まったくない」の２群で比較 

 



表 5-2 チックの有無による精神行動上の問題の比較（研究班共通の調査項目）・１ 

 チック有( n=24) チック無 (n=56) 統計量 

 平均 SD 平均 SD t 値 p 値 

「くせ」（チック） 0.83 0.38 0.07 0.26 -9.0 <.001 

「話し方」（吃音） 0.38 0.49 0.15 0.36 -2.1 .048 

「読み書き」（ディ

スレクシア） 

0.63 0.49 0.41 0.50 -1.8 .080 

「運動」（不器用） 0.58 0.50 0.21 0.41 -3.2 .003 

注：「何らかのチックが確かにあった」と「まったくない」の２群で比較；各調査項目につ

いて、「全くない」～「常にある」を 0～4 点として合計した得点を示している 

 

表 5-3 チックの有無による精神行動上の問題の比較（研究班共通の調査項目）・１ 

 チック有( n=24) チック無 (n=56) 統計量（χ2値 ; p 値） 

「くせ」（チック） 20 (83.3) 4 (7.1) 46.4 ; <.001 

「話し方」（吃音） 9 (37.5) 8 (14.8) 5.2 ; .022 

「読み書き」（ディス

レクシア） 

15 (62.5) 23( 41.1) 3.1 ; .079 

「運動」（不器用） 14 (58.3) 12 (21.4) 10.4 ; .001 

注：「何らかのチックが確かにあった」と「まったくない」の２群で比較；調査項目のうち

１つでも「ごくまれにある」以上であった場合の数を示している；( )内は% 

 

 



表 6-1 チックの有無による精神行動上の問題の比較・２ 

 チック有( n=44) チック無 (n=56) 統計量 

 平均 SD 平均 SD t 値 p 値 

発達特性 9.3 2.9 7.6  2.1  -3.5 .001 

 ASD 特性 3.2 1.1 2.6  0.9  -2.9 .005 

 ADHD 特性 4.8 1.4 3.9  1.2  -3.5 .001 

内在化問題 3.7 1.2 3.1  1.1  -2.7 .008 

外在化問題 3.2 1.0 2.6  0.9  -2.7 .008 

精神行動上の問題 16.2 4.0 13.3  3.1  -3.9 <.001 

支援ニーズ 5.8 1.9 4.3  1.6  -4.5 <.001 

くせとこだわりへの 

支援ニーズ 
1.8 0.8 

1.3  0.5  -3.8 <.001 

子育ての楽しさ 2.7 0.5 2.7  0.5  0.2 .852 

CRI（1～19 項目） 40.3 13.0 31.0  10.6  -3.9 <.001 

CRI（20 項目） 1.9 1.1 1.4  0.8  -2.4 .018 

注：「何らかのチックがあったかもしれない＋確かにあった」と「まったくない」の２群で

比較 

 

表 6-2 チックの有無による精神行動上の問題の比較（研究班共通の調査項目）・２ 

 チック有( n=44) チック無 (n=56) 統計量 

 平均 SD 平均 SD t 値 p 値 

「くせ」（チック） 0.77 0.42 0.07 0.26 -9.6 <.001 

「話し方」（吃音） 0.36 0.49 0.15 0.36 -2.5 .015 

「読み書き」（ディスレク

シア） 
0.59 0.50 

0.41 0.50 
-1.8 .075 

「運動」（不器用） 0.48 0.51 0.21 0.41 -2.8 .006 

注：「何らかのチックが確かにあった」と「まったくない」の２群で比較；各調査項目につ

いて、「全くない」～「常にある」を 0～4 点として合計した得点を示している 



表 6-3 チックの有無による精神行動上の問題の比較（研究班共通の調査項目）・２ 

 チック有( n=44) チック無 (n=56) 統計量（χ2値 ; p 値） 

「くせ」（チック） 34 (77.3) 4 (7.1) 51.4 ; <.001 

「話し方」（吃音） 16 (36.4) 8 (14.5) 6.3 ; .012 

「読み書き」（ディス

レクシア） 

26 (59.1) 23 (41.1) 3.2 ; .074 

「運動」（不器用） 21 (47.7) 12 (21.4) 7.7 ; .005 

注：「何らかのチックがあったかもしれない＋確かにあった」と「まったくない」の２群で

比較；調査項目のうち１つでも「ごくまれにある」以上であった場合の数を示している；( )

内は%、吃音は欠損値があったため、チック無の人数が n=55 

 

表 7 昨年度と今年度の調査の比較 

 第 1 回調査（n=134） 第 2 回調査（n=100） 統計量 

（χ2値 ; p 値） 

何らかの運動チック

が確かにあった 

29 (21.6) 15 (15.0) 1.66 ; .20 

何らかの音声チック

が確かにあった 

17 (12.7) 15 (15.0) 0.26 ; .61 

何らかのチックが確

かにあった 

31 (23.1) 24 (24.0) 0.01 ; .91 

毎日何らかのチック

があったかもしれな

い＋確かにあった 

29 (21.6) 16 (16.0) 1.17 ; .27 

注： ( )内は% 

 

表 8 チックが確かにあった場合の 2 回の調査の比較 

 第 1 回調査（n=33） 第 2 回調査（n=24） 統計量 

 平均 (SD) 平均 (SD) t 値; p 値 

発達特性 10.6 (3.7) 9.9 (3.2) .724; .472 

精神行動上の問題 17.7 (5.1) 17.2 (4.1) .415; .679 

支援ニーズ 6.0(2.3) 6.3(1.9) -.635;.528 

CRI（1～19 項目） 40.2 (14.7) 40.8 (15.9) -.163; .871 

CRI（20 項目） 2.2 (1.9) 1.8 (1.2) 1.048; .299 

 

 



表 9 チックがあったかもしれないまたは確かにあった場合の 2 回の調査の比較 

 第 1 回調査（n=57） 第 2 回調査（n=44） 統計量 

 平均 (SD) 平均 (SD) t 値; p 値 

発達特性 9.7 (3.3) 9.3 (2.9) .588;.588 

精神行動上の問題 16.4 (4.7) 16.1 (3.9) .384;.702 

支援ニーズ 5.4(2.0) 5.8(1.9) -1.10;.276 

CRI（1～19 項目） 39.0 (13.0) 40.5 (13.1) -.556; .584 

CRI（20 項目） 2 (1.3) 1.9 (1.1) .587; .558 
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研究要旨 

本研究は幼稚園教諭や保育士、巡回相談員が吃音を持つ幼児を抽出しやすいような調査

項目を選定することを目的とした。昨年度本研究班で作成した統合版アセスメント 19 項目

について、吃音診断を受けた 5、6 歳児 26 例と、一般幼稚園・保育園在籍児 246 例を評価

した。前者については担当言語聴覚士が、後者については、児をよく知るクラス担任また

は園長が回答した。19 項目中 4 項目が吃音有無を評価する項目であり、それらについて分

析を行った。その結果、①初めの音やことばの一部を何回か繰り返す、②初めの音を引き

伸ばす、③最初のことばが出づらく力を込めて話す（時に顔面をゆがめることもある）、④

上記のことばの様子が１年以上継続しているの 4 項目が有効であることが裏付けられた。 

複数の症状にチェックがついた場合および、①複数回の繰り返し単独でチェックが付い

た場合は、吃音として抽出することが妥当であった。③出づらく力を込めて話すの 1 項目

のみにチェックがついた場合、進展した段階であるか、擬陽性である可能性があるため、

さらなる問診での確認が必要であることもわかった。 

 

A．研究目的 

本研究では、幼稚園教諭や保育士、巡回

相談員が吃音を持つ幼児を抽出しやすいよ

うな調査項目を選定することを目的とした。

幼児期は、吃音の発症する時期であり、周

囲の適切な対応や本人への直接的な働きか

けにより、症状の軽減が最も期待できる時

期でもある。就学前に、吃音のある子ども

を抽出し、幼稚園・保育園内での対応につ

いて保育関係者に理解を促すとともに、必

要な児とその保護者に対して、正しい知識

の提供と早期介入を開始する体制作りを目

指した。 

 

B．研究方法 

対象は以下の通りであった。 

1)北里大学および、北里大学病院に現在

来室している、或いは、過去 2 年間に来室

していた初診が 5，6 歳であった児 26 例。

現在来室中の対象児については、日頃の観

察記録と母親からの情報聴取を合わせ、過

去に来室していた児については、診療記録

からデータを抽出して回答した。尚、吃症

状については、初診時（5，6 歳）の状態で

判断した。回答者は、子どもを担当する言

語聴覚士 2 名。いずれも吃音、言語発達遅



滞、構音障害、学習障害などの幼少児の臨

床に 10 年以上携わっている。 

2) 一般保育園・幼稚園在席の年長幼児

246 名を対象として統合版のアンケートを

実施した。回答者は、対象児をよく知る担

任保育者か、園長であった。 

統合版「子どもの様子に関する観察シー

ト」の作成経緯等は、研究代表者のまとめ

に準拠する。19 項目全てに回答を求めた。

吃音に関するアセスメント項目は、①初め

の音やことばの一部を何回か繰り返す(例

「ぼ・ぼ・ぼ・ぼくが」・「おか・おか・お

か・おかあさん」)、②初めの音を引き伸ば

す(例「ぼ―――くがね」)、③最初のことば

が出づらく、力を込めて話す（時に顔面を

ゆがめることもある）④上記のことばの様

子が１年以上継続している。の 4 項目であ

った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては、人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針（平成 26

年文部科学省・厚生労働省告示第 3 号、平

成 29 年一部改訂）及び、北里大学医療衛生

学部で定めた倫理規定を遵守するとともに、

北里大学医療衛生学部倫理審査委員に申告

し、医療衛生学部長の承認を得た。診療録

の情報は、個人を特定できない状態で抽出

している。現在来室している対象者に対し

ては、文書による説明を行った上で同意を

得て調査を実施した。 

 

C．結果 

1）吃音児の結果（図 1～4） 

5，6 歳の吃音児は「初めの音やことばの

一部を何回か繰り返す(複数回の繰り返し)」、

症状は全ての子どもにみられ、ほとんどが

「時々ある」以上の頻度を示していいた。

この症状単独で見られる児は 7 例であった。

「初めの音を引き伸ばす(引き伸ばし)」は、

半数以上が「時々ある」以上の頻度でみら

れたが、症状が全く見られない児も 1/3 い

た。「言いたいことがあるのに最初の言葉が

出づらく、力を込めて話す(ブロック)」症状

が「時々ある」以上であったのは４割であ

り、「しばしばある・常にある」も各 1 例い

た。 

複数の症状が「時々ある」以上みられた

のは、16 例であった。3 症状すべてが、「時々

ある」以上だったのは 5 例であった。「複数

回の繰り返しと引き伸ばし」の複合が最も

多く、「繰り返しとブロック」の見られた症

例は、3 例であった。症状が「しばしば・

常に」見られた児は、他の症状も同様に頻

回に見られる状態であった。 

尚、全例が発吃から 1 年以上経過してい

た。 

 

2）一般保育園・幼稚園の在席児の結果（図

5） 

一般保育園、幼稚園に在席する 246 例中、

三症状のいずれかあるいは、複数に「時々

ある」以上のチェックがついた児は、21 例

(8.5％)であった。このうち、複数回の繰り

返しが「時々ある」以上みられた児は、16

例で、そのうち、9 例は、引き伸ばしやブ

ロックの症状も「時々ある」以上にみられ

ていた。引き伸ばしが「時々ある」以上見

られた６例は全て、複数回の繰り返しが頻

回に見られ、ブロックも 4 例に頻回にみら

れていた。ブロックに「しばしば」以上の

チェックがついた児は、複数回の繰り返し



や引き伸ばしのいずれか、或いは両方に

「時々」以上のチェックがついた。が、ブ

ロックが「時々」あるとされた児の中には

複数回の繰り返しや引き伸ばしが「全くな

い」か「ごくまれにみられる」とチェック

された児が 5 例あった。尚、いずれかにチ

ェックのついた21例中1例のみが吃音の診

断を受け、治療がおこなわれているという

ことであった。 

 

D．考察 

【アセスメント項目として】 

前年度の調査で、吃音のアセスメント項

目のうち 2 つ以上ある場合は、感度 100％

で吃音と鑑別でき、１つであっても高い確

率で吃音と鑑別できるとされたが、今回の

結果は、それを裏付けるものであった。 

吃音と診断を受けた 26 児は、全例いずれ

かの症状にチェックが入っており、3 症状

ともチェックが入ったのは 5 例、2 症状に

チェックがついたのは 11 例で、1 症状だけ

のチェックとなったのは 8 例であった。そ

して、1 症状のみの場合は、多くが複数回

の繰り返しにチェックがはいっており、1

例だけがブロックにチェックがはいってい

た。このブロックのみにチェックが入った

症例は、以前は、繰り返しの症状もみられ

たが、初診時点では、繰り返しはごくまれ

になり、ブロックが目立つ症状となった進

展した症例であった。 

一方、一般の幼稚園・保育園在席の児を

対象とした調査では、246 例中 21 例(8.5％)

に 3 症状のうちのいずれかにチェックがつ

いた。一つの症状のみにしかチェックがつ

かなかったのは 12 例で、7 例が「複数回の

繰り返し」のみにチェックがつき、5 例が

「最初のことばが出づらく力を込めて話す

（時に顔面をゆがめることもある）」のみに

チェックがついた。 

幼児期は「複数回の繰り返し」を中心と

した比較的軽い症状で始まることが多いと

され、単独症状として「複数回の繰り返し」

のみがチェックされることは理解できるが、

他の症状がなく、一番進展した症状と思わ

れる「最初のことばが出づらく、力を込め

て話す（時に顔面をゆがめることもある）」

だけにチェックが入るというのは、想像し

にくい。それまでの経過の中で、複数回の

繰り返しや引き伸ばしは見られたが、今は、

このブロックの症状になっているという可

能性があり、この場合、症状としては進展

しており、すぐ介入を必要とする状態と考

えられる。一方、回答者が「最初のことば

が出づらく、力を込めて話す（時に顔面を

ゆがめることもある）」の表現を、「やや表

現力が未熟な子どもで、なかなか思い浮か

ばない言葉をずっと考え、力を入れてだす」

と捉えた場合も否定できない。5 例中 1 例

は、実際に筆者が面談をしており、保育者

のチェックの信頼性を確認し、吃音である

と判断できた。残り 4 例は面談をしていな

いのでわからないが、この「最初のことば

が出づらく、力を込めて話す（時に顔面を

ゆがめることもある）」項目だけがチェック

された場合には、擬陽性も考慮にいれ、過

去に複数回の繰り返しや引き伸ばしの症状

がなかったか、一歩進んだ問診を行うなど

の注意を要すると考える。 

 

【有症率について】 

現在文献的に言われている吃音の発症率

は 5％～8％（Yairi、Mansson 他）であり、



今回の結果は 3 症状のうちいずれかの症状

を呈したということであれば、21 例(8.5％)、

2 症状以上を呈したということであれば、9

例（3.6％）、複数回の繰り返し 1 症状のみ

を呈した児も加え 2 症状以上を呈した児と

すれば、16 例（6.5％）となる。吃音は、2

歳台から発症して、徐々に減少し、就学後

には 1％程度になると文献的（Yairi, 

Mansson 他）にはいわれているので、その

自然治癒の途中の年長児を対象とした場合

の有症率については、非常に興味深いが、

上記のように、まだ推測の域をでないため、

今後は、保育者が、吃音症状にチェックを

つけた児について、専門家が面談を行うな

どして、実際の症状を確認、診断を確定す

る必要があると考える。 

 

【介入の見通しについて】 

今回の調査で、一般幼稚園・保育園の中

に、吃音を疑われるが何も介入や指導がな

されていない子どもが 8％近くいることが

分かった。その中には、ブロック症状を頻

回に呈する進展した児もいたので、早急な

対応が望まれる。複数回の繰り返しのよう

な軽度の症状の際には、自然治癒の可能性

も考え、保育関係者、保護者が適切な対応

をとってもらうような助言指導が有効と考

えるが、進展した児がアセスメントにより

抽出されたならば、専門家への受診を勧め

るなどの一歩踏み込んだ助言を行う事が望

ましい。今回のアセスメント項目は、その

ような目安にもなると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

今回の調査により、幼稚園教諭や保育士、

巡回相談員が吃音を持つ幼児を抽出するた

めに、①初めの音やことばの一部を何回か

繰り返す(例「ぼ・ぼ・ぼ・ぼくが」・「おか・

おか・おか・おかあさん」)、②初めの音を

引き伸ばす(例「ぼ―――くがね」)、③最初

のことばが出づらく、力を込めて話す（時

に顔面をゆがめることもある）④上記のこ

とばの様子が１年以上継続している。の 4

項目が有効であることが裏付けられた。複

数の症状にチェックがついた場合および、

①複数回の繰り返し単独でチェックが付い

た場合は、吃音として抽出することが妥当

であった。③「初めのことばが出づらく、

力を込めて話す（時に顔面をゆがめること

もある）1 項目だけにチェックがついた場

合、より進展した段階である可能性と、擬

陽性となる可能性があるため、さらなる問

診での確認が必要であることがわかった。

今後、これらの結果と、専門家の実際の見

立てが合致するかどうか実際に面談を行う

等して確認する必要がある。 

また、本アセスメント項目は、介入の時

期と内容を見極める事が出来ると考え、保

育関係者、保護者への適切な対応方法と合

わせてさらに検討していきたい。 
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5) 原 由紀：吃音の言語症状の評価．日本

コミュニケーション障害学会学術講演会

愛知，2017.7.8.  

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1）特許取得     

なし 

2）実用新案登録   

なし 

3）その他      

なし 

 

【図の説明】 

図１ 初めの音やことばの一部を繰り返す

（吃音児） 

図２ 最初の音を引き伸ばす（吃音児） 

図３ 最初のことばが出づらく力を込めて

話す（時に顔面をゆがめることがある）

（吃音児） 

図４ 吃音児の症状 

図５ 一般対象児の症状 
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子どもの不器用さ：発達性協調運動障害特性の早期発見アセスメント開発に関する研究 

 

研究分担者 中井昭夫 

 

兵庫県立リハビリテーション中央病院 子どもの睡眠と発達医療センター 副センター長 

 

研究要旨 

 協調運動は様々な生活場面に必要かつ重要な脳機能のひとつで、子どもの認知や社会性、

情緒の発達に深く関係している。いわゆる「不器用さ」と呼ばれるその発達の問題が発達

性協調運動障害（DCD）に該当する。DCD の頻度は 5～6％と高く、更にその約 50～70％

が青年期・成人まで持ち越し、うつ病や不安障害、生活習慣病、心血管障害につながる。

従来から神経発達障害に「不器用さ」のある例が多く存在することは臨床的に知られてい

るが、単なる併存状態として捉えられがちであった。しかし、近年、協調運動など身体性

は当事者にとって日常生活の最も重大な困難のひとつであり、また、神経発達障害の基盤

であることが示唆されている。しかし、日本では子どもの「不器用さ」への理解や認知が

低く、客観的な評価尺度も存在せず、実態把握や特性に基づいた医療や療育、特別支援教

育、合理的配慮などの支援を困難にしていた。 

今年度の本研究では、統合版 19 項目のなかで協調運動に関する 5 項目に関して、その有

用性などについて分担研究者が開発してきた国際的アセスメントツールである DCDQ 日本

語版との相関など含めて検討を行った。結果、協調運動に関する 5 項目は保育所・幼稚園・

こども園などにおける最初の気づきに関してある程度有用である可能性が示唆された。 

Ａ．研究目的 

 日常生活の様々な行為や活動において、

様々な運動 （movement、locomotion）や

そのスキル（Motor skills）が関与している

が、これらには、視知覚、触覚、固有覚な

ど様々な感覚入力を統合し、運動企図や運

動計画に基づき、身体各部の動きが適切に

コーディネート（Coordinate）され、適切

な速さや強さ、タイミングや動きの正確さ、

姿勢やバランスのコントロールなど様々な

要素がうまく協調することが大切である。

このような活動に関する様々な感覚入力や

運動要素を高いレベルで統括する脳の機能

を協調運動(Coordination)と呼び、子どもの

成長とともに発達する重要な脳機能の一つ

である。これらは例えば、口唇、舌、喉頭

などの巧妙な協調による嚥下・摂食、構音・

発話から、排泄・着衣などの日常生活、描

画や書字、道具や楽器操作、バランスやリ

ズム、タイミングを必要とする遊びやスポ

ーツ、姿勢保持や制御など様々な生活場面

に必要である。これらがうまくいかない、

いわゆる「不器用さ（Clumsiness）」、「不

器用な子（Clumsy Child）」と呼ばれる、



協調運動の発達の問題が、DSM-5 (2013)

に お け る 発 達 性 協 調 運 動 障 害 

（Developmental Coordination Disorder: 

DCD）に相当する。 

 臨床の現場では神経発達障害にいわゆる

「不器用さ」を伴うものが多いことはよく

知られている。DCD は注意欠如・多動性障

害（AD/HD）、限局性学習障害（SLD）の

それぞれ約 50%に併存する。また、

DSM-IV-TR (2000) までは DCD の診断に

関して広汎性発達障害（PDD）の診断基準

を満たすものではないとされてきたが、分

担研究者らによる日本人自閉症スペクトラ

ム障害（ASD）における検討でも約 40％に

DCD の併存が認められた。なお、DSM-5

ではASD と DCD の併存が認められること

となった。 

従来、協調運動の問題は身体の問題とし

て捉えられがちで、ASD や AD/HD、SLD

のいわゆる「併存障害」として扱われてき

た。そして、ASD に対してはいわゆる「中

核症状」と呼ばれる社会・コミュニケーシ

ョンの課題に対する様々な支援、例えば、

「TEACCH プログラム」、「応用行動分析」、

「ソーシャルスキル・トレーニング」など

様々な介入・療育が行われてきている。こ

れらはなお重要である一方で、発達障害当

事者や支援者にとっては、「不器用」「感覚

の偏り（過敏または鈍麻）」「睡眠」「消化器

症状」など「身体性 (embodiment)」の問

題は非常に大きく、日常生活に様々な支障

をきたしていることが当事者研究からも明

らかとなっている。更に、近年の構成論的

方法や脳機能イメージングなど様々な学際

的研究から、胎児期からを含めた感覚から

の入力や様々な運動制御という出力など

「身体性」と脳と環境との相互作用が高次

脳機能、すなわち「こころ」の発達、そし

てその障害としての発達障害の進展に重要

な役割を果たしている事が強く示唆されて

いる。 

 DCD は DSM-III（1980）から記載され

ており、本邦でも平成 16 年に成立、平成

28 年に改正された発達障害者支援法にお

ける第二条「自閉症、アスペルガー症候群

その他の広汎性発達障害、学習障害、注意

欠陥多動性障害、その他これに類する脳機

能の障害であってその症状が通常低年齢に

おいて発現するものとして政令で定めるも

のをいう」における「政令」の中に「言語

の障害、協調運動の障害、その他厚生労働

省令で定める障害」として記載されている。

さらに、この「厚生労働省令で定める障害」

とは『ICD-10 における「心理的発達の障害

（F80−F89）」及び「小児＜児童＞期及び青

年期に通常発症する行動及び情緒の障害

（F90-F98）」に含まれる障害』であるが、

このうち、F82 が DCD と同義の「運動機

能 の 特 異 的 発 達 障 害 (Specific 

Developmental Disorder of Motor 

Function: SDDMF)」 に該当する。なお、

2018 年 に 発 表 さ れ る ICD-11 で は

Developmental Motor Coordination 

Disorder となる予定である。 

 しかし、このような協調運動の問題が脳

機能の障害であるという理解や認識が我が

国ではまだまだ低い。その結果、「ぶきっち

ょ」「運動音痴」「練習不足」「怠け」など、

子どものやる気の問題、努力不足、親のし

つけのせいなどと誤解され、叱責や嘲笑、

いじめ、反復練習の強制など不適切な対応

が続けられることで、子どものセルフエス



ティームの低下を引き起こし、運動や作業

活動への拒否感によって、ますます技能の

練習不足を招き、問題を悪化させる可能性

がある。また、これら協調運動は子どもの

外界への探索行動や物の操作を円滑にし、

社会活動への参加意欲の支えとなることか

ら、子どもの認知や社会性、情緒の発達と

も深い関わりがあることが報告されている。

一方、養育者や指導者の側にも、なかなか

技能が向上しない子どもへの苛立ちや指導

している自分への嫌悪を抱かせることとな

り、子どもとの関係が悪化することも報告

されている。 

 DCDの頻度はDSM-5では約 5～6%とさ

れ、AD/HD の約 5%とほぼ同等、ASD の約

1%よりはるかに高い、非常に多く認められ

る子どもの状態である。さらに、小児期の

DCD は約 50～70％と高い頻度で青年期・

成人になっても残存することが明らかとな

っている。青年期・成人では、メーキャッ

プ・髭剃りなどの整容、料理や様々な家事、

自動車の運転、タイピング、細かい手作業、

姿勢保持など、そのライフステージ特有の

日常生活から高等教育での学業、職業選

択・訓練や労働における課題に影響し、そ

の困難は社会参加の減少、二次障害として、

うつ病・不安障害、肥満・糖尿病などの生

活習慣病から心血管障害につながる。 

 しかし、これまでに日本では、これら子

どもの「不器用さ」、DCD に関して、客観

的に評価する有効なアセスメントツールは

存在せず、日本における子どもの協調運動

の問題の実態把握や特性に基づいた医療や

療育、特別支援教育、合理的配慮などの介

入や支援、研究をさらに困難にしていた。 

そこで、研究分担者は、これまでに、国

際ガイドラインでも推奨されている

Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire (DCDQ) 、 Motor 

Observation Questionnaire for Teachers 

(MOQ-T) 、 Little Developmental 

Coordination Disorder Questionnaire 

(Little DCDQ) 、 Adult Developmental 

Co-ordination Disorders/Dyspraxia 

Checklist (ADC)など国際的アセスメント

ツールの日本語版や標準検査である

Movement Assessment Battery for 

Children 第 2 版(M-ABC2)の日本語版の開

発を複数の国内・国際共同研究により行な

ってきた。 

DSM-5 では「幼い子どもでは、運動の里

程標（例：座る、這う、歩く）に到達する

ことが遅れていることがある」と記載され

ており、実際、嚥下困難・むせの多さ、滑

舌の悪さ、筋緊張の低下、寝返りの困難、

坐位の不安定・左右差、ハイハイのバリエ

ーション・左右差、歩行の遅延・左右差・

重心の不安定など、運動発達の遅延が乳幼

児期から認められることが多い。一方で、

DSM-5 は「典型的には 5 歳前には DCD と

診断しない」としている。この背景には運

動技能の獲得にはかなりの差があり、幼小

期において評価が安定性しないこと、また、

各国や各医療機関の事情にも鑑み、神経・

筋疾患など運動の遅れの他の原因が十分に

明らかにされていないかもしれないことが

あげられている。しかし、Little DCDQ を

開発した目的でもある 3、4 歳での明らかな

様々な協調運動の問題、また、アスペルガ

ー障害や高機能 PDD（DSM-5 では ASD）

や AD/HD などの神経発達障害を早期に発

見し、保・幼・小連携をスムーズに行い、



小 1 プロブレムを予防していく目的で開始

された 5 歳児健診の問診項目や医師による

診察項目のほとんどが協調運動に関するも

のである。近年、ASD の乳幼児期早期には

協調運動や感覚など身体性の問題がむしろ

大きいことが注目され、協調運動と感覚の

問題は ASD 発見の早期徴候としての有用

性も提唱されている。 

 昨年度の分担研究では、Little DCDQ、

DCDQ 日本語版、SDQ 日本語版を用いて、

Little DCDQ 日本語版と DCDQ 日本語版

との間には下位尺度を含めて有意な相関を

認めたことから、幼児期に Little DCDQ 日

本語版で協調運動の問題をアセスメントさ

れた児は、5 歳以上、もしくは就学後に

DCDQ日本語版を用いてアセスメントを行

っても、ある程度の連続性や有意な相関を

もって捉えることが可能であること、協調

運動の問題が、他の発達特性やメンタルヘ

ルスとの関連の経年齢的な変化を明らかに

したとともに、Little DCDQ や M-ABC2

日本語版における判別係数など、様々な観

点から包括的に検討し、早期の気づきと支

援のための 5 項目のスクリーニング項目を

提案した。 

 今年度の本分担研究では、「子どもの様子

に関する観察シート」統合版 19 項目のうち、

協調運動に関する 5 項目に関して、研究分

担者が開発してきた国際的アセスメントツ

ールである DCDQ 日本語版などとの比較

も含め、この 5 項目が就学前の児童におい

て DCD の早期の気づきに有用かどうかを

検討することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象 

 A 地方の保育所・幼稚園・こども園の協

力を得て、年少クラス 108 名、年中クラス

149 名、年長クラス 161 名の合計 418 名を

対象に「子どもの様子に関する観察シート」

のうち、協調運動に関する 5 項目に加え、

DCDQ 日本語版、SDQ 日本語版の関係に

ついて調査を行った。また、B 地方の 5 歳

児健診を受けた児を対象に DCDQ 日本語

版、SDQ 日本語版の関係について検討を行

った。なお、いずれの調査研究対象にも運

動に障害をきたすような基礎疾患や知的障

害を有する児童は含まれていない。 

さらに、本分担研究とは別途に、「子ども

の様子に関する観察シート」統合版のため

のデータ収集を行い、A 地方 413 名のうち

回答 386 名（93.5％）、C 地方 137 名のう

ち回答 137 名（100％）、D 地方 63 名のう

ち回答 63 名（100％）のデータを得た。 

 

２．質問紙 

 質問紙は、「子どもの様子に関する観察シ

ート」統合版 19 項目のうち協調運動に関す

る５項目と DCDQ 日本語版、SDQ 日本語

版を用いた。 

 

１） 協調運動に関する設問 5 項目 

 統合版 19項目のうち協調運動に関する 5

項目は、昨年度の検討による提案では、

Little DCDQ や DCDQ での判別分析など

の結果より、また、各障害の設問は５項目

までに留めることという制約もあり、下記

A)の 5 項目としたが、その後の検討により、

最終的に稲垣らにより B)が作成された。 

A) 昨年度の分担研究による 5 項目の提案 

項目１：2m くらいの距離でサッカーボール

位の大きさのボールをコントロールよく投



げたり、キャッチできる。（DCDQ の項目 1、

2：動作における身体統制に該当） 

項目２ 他の子と同じようなスピードで、

正確に字を書くことが（または絵を描くこ

とが）できる。また、何が書いて（描いて）

あるかわかる。（DCDQ の項目 7、8：微細

運動・書字に該当） 

項目３ ビーズのひも通しやシール貼り、

レゴ®など細かい手先の遊びがうまくでき

る。（Little DCDQ の項目 9、10、11：微細

運動・書字に該当） 

項目４ 片付けや、靴を履く、靴ひもを結

ぶ、服を着るなどが、素早く、てきぱきと

できる。（DCDQ の項目 14：全般的協応性

に該当） 

項目５ ある一定の時間、きちんと座って

いないといけないときに、まっすぐ座って

いることができる（すぐに疲れたり、前屈

みになったり、椅子からずり落ちそうにな

らない）。（DCDQ の項目 15：全般的協応性

に該当） 

すなわち、DCDQ 日本語版 15 問（一部

Little DCDQ 日本語版）のうち 9 問、3 つ

の下位尺度では「動作における身体統制」

から 2 項目、「微細運動・書字」から 5 項目、

「全般的供応性」から 2 項目となる。 

B) 統合版 19 項目のうち協調運動に関する

5 項目 

項目１５ 他の子と比べて、走り方がぎこ

ちない、あるいは不自然である（例：膝が

伸びきっていたり、手足が連動せずにばら

ばらになるなど） 

項目１６ 遊具やブロック遊びなど、身体

を使う遊びで、うまく身体を動かしたり、

スムーズに遊びを進めたりできない（例：

ジャングルジムや縄跳び、鉄棒、平均台を

使った遊びなど） 

項目１７ 絵などを描く時に、何を描くか

は思いついているのに、描く動作（手の動

きなど）がスムーズでなく、時間がかかる

（描くものを考えていたり、分からなくて

時間がかかる場合は除く） 

項目１８ お絵かきや塗り絵の時に、何を

描いたか大人に伝わらない（独創的なとい

う意味ではなく、“ぐちゃぐちゃ”で伝わり

づらい） 

項目１９ 長い間座るときに、疲れやすく、

姿勢が崩れたり、椅子からずり落ちたりす

る（体幹が弱く、身体がぐにゃぐにゃとな

るなど。但し、集中が続かず、離席する場

合などは除く。） 

 本調査研究では、各項目に示される内容

が、ほかの子どもと比べて対象の子どもに

どの程度当てはまるかについて、「全くな

い」1 点、「ごくまれにある」2 点、「時々あ

る」3 点、「しばしばある」4 点、「常にある」

5 点の 5 件法で回答し、合計得点は満点で

25 点となり、得点が高いほど協調運動機能

が低い（不器用である）ことを示す。 

 

２）Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire（DCDQ）日本語版 

DCDQ は，国際発達性協調運動障害研究

会によるガイドラインにおいて，DCD 児を

スクリーニングするための最もエビデンス

のあるアセスメントツールのひとつとして

推奨され，世界的に広く用いられており、

DCDQ日本語版は分担研究者らによって開

発された。対象は 5 歳～14.6 歳であり，「動

作における身体統制」（6 項目），「微細運動・

書字」（4 項目），「全般的協応性」（5 項目）

の3つの下位尺度に分けられる15項目の質



問からなる。各項目に示される内容が，ほ

かの子どもと比べて対象の子どもにどの程

度当てはまるかについて，「まったくあては

まらない」1 点，「少しだけ当てはまる」2

点，「当てはまる」3 点，「ほとんど当ては

まる」4 点，「全くそのとおり」5 点の 5 件

法で回答し，得点が高いほど協調運動機能

が高いことを示す。 

これまでの研究分担者による検討により、

DCD と AD/HD との関連では、DCDQ 日本

語版と ADHD-RS 日本語版のそれぞれの合

計ならびに下位項目のスコアに有意な負の

相関、また DCD と ASD との関連では、自

閉症行動特性のアセスメントである Social 

Responsiveness Scale（SRS）日本語版と

の有意な負の相関が認められている。また、

昨年度の分担研究により、Little DCDQ 日

本語版と DCDQ 日本語版との間には下位

尺度を含めて有意な相関を認めた。 

 

３ ） Strengths and Difficulties 

Questionnaire（SDQ）日本語版 

SDQ は Goodman によって開発、日本語

版は Matsuishi らによって翻訳された子ど

もの行動スクリーニングのための質問紙で

あり，子どものもつ困難さだけでなく，強

さも把握できる特徴がある。25 項目の質問

で構成され，「情緒」、「問題行動」、「多動」、

「仲間関係」、「向社会性」の 5 つの下位尺

度がある。下位尺度のそれぞれの合計点か

ら，その領域における支援の必要性を，ま

た向社会性を除いた 4 つの下位尺度の合計

点である Total Difficulties Score（「総合困

難度」）から，子どものもつ全体的な支援の

必要性を明らかにする。各項目について「あ

てはまる」2 点，「ややあてはまる」1 点，

「あてはまらない」0点の３件法で回答し，

得点が高いほどより支援を必要としている

ことを示す。ただし、向社会性のみ逆転項

目となっており，得点が高いほど社会性に

おいて好ましい傾向があることを表す。 

 

解析統計には，SPSS 22.0 日本語版（日本

IBM）を使用した。 

 

（倫理面への配慮） 

 人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針（平成２６年文部科学省・厚生労働省

告示第３号）等を遵守し、研究分担者なら

びに研究協力者所属の倫理委員会の承認を

得て行った。調査実施においては、研究の

目的，方法，個人情報の保護，研究協力の

任意性，参加後の辞退も可能であることを

説明し、文書によるインフォームドコンセ

ントを得て行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１） 統合版協調運動 5 項目の検討 

本報告書では、統合版の全国調査が就学

前の年長クラスを対象としているため、3

園、合計 418 名のうち、年長クラスに在籍

中の児童（5〜6 歳）161 名の中で、有効回

答を得られた合計 137 名（男児 77 名：5 歳

40 名、6 歳 37 名、女児 60 名：5 歳 33 名、

6 歳 27 名）を解析対象とした。同一児童に

対し、保育士・保護者がそれぞれ独立に評

価を行なった。 

１）表１〜６に保育士・保護者の各項目の

平均と標準偏差を示した。また、図１〜３

に保護者評価と保育士評価の関係、また、

男女別も含めた級内相関について示した。

（表７、８） 



２） 統合版協調運動5項目とDCDQ日

本語版との関連について 

 統合版協調運動５項目を DCDQ 日本語

版と照合すると、項目１５は DCDQ の項目

５、項目１６は DCDQ の項目６、項目１７

は DCDQ の項目７、項目１８は DCDQ の

項目８，項目１９は DCDQ の項目１５にほ

ぼ該当する。すなわち、DCDQ 日本語版 15

問のうち 5 問、3 つの下位尺度では「動作

における身体統制」が 2 項目、「微細運動・

書字」が 2 項目、「全般的供応性」が 1 項目

となる。 

 

DCDQ の項目５（動作における身体統制） 

「同じ年齢や性別の他の子どもと同じくら

い速く、同じようなやり方で、走ることが

できる。」 

DCDQ の項目６（動作における身体統制） 

「運動に関する活動をしようとするとき、

思った通りに身体を調整したり、課題をう

まくやり遂げることができる。（例えば、段

ボールやクッションで“要塞”を作ったり、

公園にある遊具でうまく遊んだり、ブロッ

クで家やある物を組み立てたり、クラフ

ト・素材などを使ったりなど）」 

DCDQ の項目７（微細運動・書字） 

「教室で、字を書いたり、絵を描いたりす

るのは、クラスの他の子に十分ついていけ

るくらいのスピードである。」 

DCDQ の項目８（微細運動・書字） 

「書いた字や数字や単語は、読みやすく、

きちんと、正確である。また、もし、まだ

お子さんが字を書けない時は、上手に色を

塗ったり描いたりして、あなたが何が描い

てあるかわかるような絵を描く。」 

DCDQ の項目１５（全般的協応性） 

「長い間座っていないといけないときに、

疲れやすいとか、前屈みになったり、椅子

から滑り落ちそうになることはない。」 

統合版協調運動5項目とDCDQ日本語版

の合計点数、ならびに下位項目を含めた関

連について示した（図４〜６）。 

 

３）DCDQ 日本語版と SDQ 日本語版の関

連について 

B地方の５歳児健診では2903名（男児1482

名，女児 1421 名）を解析対象とした。 

５歳児においては、DCDQ 日本語版の「微

細運動・書字」「全般的協応性」「合計」と

SDQ 日本語版の「多動」との間に中～大程

度の負の相関関係が認められた。また、

DCDQ日本語版の「動作における身体統制」

「微細運動・書字」「全般的協応性」「合計」

と SDQ 日本語版の「総合困難度」との間に

中～大程度の負の相関関係が認められた。

更に、DCDQ 日本語版の「全般的協応性」

「合計」と SDQ 日本語版の「仲間関係」と

の間に中程度の負の相関関係が、「向社会

性」の間に中程度の正の相関関係が認めら

れた。「情緒」「問題行動」に関しては少～

中程度の負の相関に留まった（表９）。 

 

４） 統合版協調運動 5 項目と SDQ 日

本語版の関連について 

 統合版協調運動 5 項目と SDQ 日本語版

の関連例数が少ないため年長児全体で検討

したところ、「向社会性」のみ、有意な弱い

負の相関（-0.301、p<.001）が認められた

が、「多動」「仲間関係」「問題行動」「総合

困難度」においては有意な相関は得られな

かった。 

 



Ｄ．考察 

統合版協調運動 5 項目を用いて同一児童

に対し、保育士・保護者がそれぞれ独立に

評価を行なったところ、両者は相関するも

のの、保育士の評価のほうが、点数が高い

傾向が認められた。保育士のほうが、様々

な活動の中で、児の不器用さを日々よく観

察し、気にかけていることが示唆される。

一方で、更に級内相関を検討したところ、

男児では保育士評価と保護者評価が一致し

ない傾向が女児よりも強く認められた。 

 DCDQ 日本語版の合計、ならびに下位尺

度と統合版協調運動５項目との関連におけ

る検討では、合計点数、「動作による身体統

制」「微細運動・書字」については、それぞ

れ相関が認められたが、一方で、統合版協

調運動５項目における「全般的協応性」に

関する項目は１項目のみであるためか、そ

の関連は弱いことが分かった。 

 5 歳児においては、DCDQ 日本語版の「合

計」と SDQ 日本語版の「総合困難度」との

間に中～大程度の有意な負の相関が認めら

れた。また、DCDQ 日本語版の「合計」、「微

細運動・書字」、「全般的協応性」と SDQ 日

本語版の「多動」の間に中～大程度の相関

関係が見られた。これまでの分担研究者ら

による検討では、小学 2 年生ではこれらの

関連がさらに強くなるだけでなく、さらに

「情緒」との強い関連も認められた。この

ように、年齢・学年があがるにつれ協調の

問題は、ADHD など他の神経発達障害特性

との関連や、様々なメンタルヘルスの問題

への影響が強くなることが示唆された。ま

た、DCD があると養育者のストレスが増大

するが、更に詳細な検討では、いわゆるス

ポーツや運動ができるかという「動作によ

る身体統制」よりも、書字や描画など「書

微細運動・書字」、あるいは姿勢制御など日

常生活全般に関わる「全般的協応性」に困

難さがある場合のほうが、養育スタイルが

ネガティブになりやすいことが報告されて

いる。 

 従って、乳幼児期に協調運動の問題に早

期に気づき、介入していくことが、その後

の多動・不注意など AD/HD 特性や社会性

の発達、情緒、仲間関係などメンタルヘル

スに重要なことが示唆された。 

 一方で、今回の、統合版における協調運

動５項目と SDQ 日本語版との関連に関す

る検討では、「向社会性」のみ、有意な弱い

負の相関が認められたが、「多動」「仲間関

係」「問題行動」「総合困難度」においては

有意な相関は得られなかった。統合版にお

ける協調運動５項目は協調運動の困難さの

気付きにはある程度有用であるが、AD/HD

など他の神経発達障害との関連を含めた気

づきには応用できないことが示唆された。 

 今回の協調運動 5 項目に関する検討の今

後の課題として、１）対象数が少なく、ま

た一地方での検討のため、全国規模での更

に多くの対象での検討が望まれる、２）実

際に M-ABC2 日本語版などで診断レベル

にある児での検討がなく、妥当性、弁別力

については全国データとの比較など含めて

検討が必要である、３）DCDQ 日本語版に

おける下位尺度では、動作における身体統

制より 2 項目、微細運動・書字より 2 項目、

全般的協応性より 1 項目が選択されている

が、統合版全体の項目数が 19 項目であるこ

とを考慮すると、今回の検討で DCDQ 日本

語版との関連が弱く、また、これまでの検

討で養育者との関係性や「多動」など他の



神経発達障害との関連などにおいて重要な

「全般的協応性」に関して、判別力の高い

1 項目を追加し、協調運動に関する項目を 6

項目とし、全体で当初より計画されていた

20 項目とした場合の DCDQ 日本語版との

相関や SDQ 日本語版における他の神経発

達障害特性や困難さとの関連が更に高まる

のかどうかについて検討が望まれる、など

が挙げられる。 

 

Ｅ．結論 

統合版協調運動5項目はDCDQ日本語版

の合計、ならびに下位尺度のうち「動作に

よる身体統制」「書微細運動・書字」と相関

が認められ、また、保育士評定のほうが高

い傾向は認められるものの、保護者評定と

の相関も認められた。一方で、他の神経発

達障害との関連を見出すには DCDQ 日本

語版よりも弱いことが示唆された。今後、

信頼性、妥当性およびリスク児の特定の弁

別力、更にそれらの結果も踏まえた項目数

の見直しなどの検証が望まれる。 
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スト 2017 年 10 月 宇都宮 

19） 信迫悟志, 嶋田総 太郎, 森岡周, 

中井昭夫：小児期の微細運動機能と視

覚-運動時間的統合能力との関係性．日

本発達神経科学学会第 6回大会 11月 

大阪 

 

その他 

1） 中井昭夫：第 1 回日本 DCD 学会学術集

会を大会長として開催した。2017 年 4

月 神戸 

2） 中井昭夫：不器用な子ども：DCD とい

う視点からの理解と支援．公益社団法人

日本発達障害連盟主催 平成 29 年度 

発達障害医学セミナー「顕在化しにくい

発達障害の早期発見と支援に向けて」 

8 月 東京 

3） 中井昭夫：不器用って？発達性協調運動

障害 中井昭夫さんに聞く．読売新聞 

6 月 30 日 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1） 特許取得 

なし 

2） 実用新案登録 

なし 

3） その他 

なし 

 



表 1 統合版協調運動 5 項目 5 歳男児 

 

表 2 統合版協調運動 5 項目 5 歳女児 

 

 

 

 

 

 

 



表 3 統合版協調運動 5 項目 6 歳男児 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 統合版協調運動 5 項目 6 歳女児 

 

 

 



 

表 5 統合版協調運動 5 項目 年長男児 

 

 

 

 

 

 

 

表 6 統合版協調運動 5 項目 年長女児 

 

 

 



表 7 統合版協調運動 5 項目 保護者、保育士の一致率（男児） 

 
表 8 統合版協調運動 5 項目 保護者、保育士の一致率（女児）

 



 

表 9 5 歳児における DCDQ 日本語版と SDQ 日本語版との相関 （N=2497） 

 

 

Pearson の 積率相関検定 * p<.01 , ** p<.001 

 

 

 

 

 

  DCDQ 

 

動作における 

身体統制 
書字・微細運動 全般的協応性 合計 

SDQ  情緒 －.217** －.195** －.274** －.264** 

問題行動 －.134** －.232** －.278** －.244** 

多動 －.242** －.379** －.427** －.398** 

仲間関係 －.271** －.275** －.323** －.333** 

向社会性 .259** .307** .329** .342** 

総合困難度 －.307** －.393** －.471** －.446** 



図 1 統合版協調運動 5 項目 年長男児における保護者評定、保育士評定との関連 
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図 2 統合版協調運動 5 項目 年長女児における保護者評定、保育士評定との関連 
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図 3 統合版協調運動 5 項目 年長児における保護者評定、保育士評定との関連 

                       保育士 

保

護

者 



図 4 年長男児における統合版協調運動 5 項目と DCDQ 日本語版との関連 

 

      DCDQ 合計             DCDQ「動作による身体統制」 

 

 

    DCDQ「微細運動・書字」       DCDQ「全般的協応性」 

 
      縦軸：DCDQ 日本語版、横軸：統合版協調運動 5 項目 

 



図 5 年長女児における統合版協調運動５項目と DCDQ 日本語版との関連 

 

      DCDQ 合計             DCDQ「動作による身体統制」 

 

    DCDQ「微細運動・書字」       DCDQ「全般的協応性」 

 

 
      縦軸：DCDQ 日本語版、横軸：統合版協調運動 5 項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図 6 年長児における統合版協調運動 5 項目と DCDQ 日本語版との関連 

 

      DCDQ 合計             DCDQ「動作による身体統制」 

 
    DCDQ「微細運動・書字」       DCDQ「全般的協応性」 

 

 
      縦軸：DCDQ 日本語版、横軸：統合版協調運動 5 項目 

 

 

 

 

 



 

 

 

Ⅱ.分担研究報告 

 

 

 

４．読み書き障害の早期アセスメント作成に関する研究 

 

原 惠子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

読み書き障害の早期アセスメント作成に関する研究 

 

研究分担者  原 惠子 

 

上智大学大学院言語聴覚障害学 准教授 

 

研究要旨 

読み書き障害は学習障害の中核をなし、学童期に顕在化し診断される障害である。読み

書きのスキルは学業全般に関わり、学習意欲・自己有能感の喪失など児の成長発達に大き

く影響する。従って早期のリスク検出により予防的関わりができれば、問題の発現が軽減

されることが期待される。就学前に読み書き障害のリスク児検出のためのツール開発を目

的として昨年度から始められた研究の 2 年目にあたる本年度の目的は、本研究班が選定し

読み書き障害の検出に有効と思われる 5 項目の有効性を検討することである。本研究分担

者は保育園在園年長児 164 名に対して担任による 5 項目のチェックと読みと音韻意識の個

別調査を行った。全データのそろった 134 名の結果を分析したところ 5 項目からは 13 名が

抽出され、そのうち 5 名が個別検査結果からリスクが確認された。5 項目では抽出されなか

った 121 名の中で、リスクが認められたものは 1 名であった。以上から読み書き障害のリ

スク児検出における 5 項目の有効性が示された。今回リスクが認められた対象児のリスク

の真偽の検証が今後の課題と考える。 

 

Ａ．研究目的 

本分担研究は、「読み書き障害の早期アセ

スメント作成」担当として行うものである。 

昨年度、研究分担者は、先行研究、欧米

での既存の幼児対象のアセスメント、さら

に、臨床データを参考にして、読み書き障

害の早期の徴候に関する評価 20 項目の試

案を作成し、健常群と疾患群を対象として、

調査を行った。その結果、健常群と疾患群

を判別しうる 4 項目を選定した。また、保

育園・幼稚園在園の年長児を対象に、複数

の課題からなる個別の検査を実施し、4 項

目を用いて抽出されたものについて、読み

書き障害のリスクを検討し、4 項目の有効

性を確認した。 

その後、本研究分担者が選定した 4 項目

と他の読み書き障害の研究班（研究分担

者：北洋輔）が選定した 5 項目を比較検討

し、統合し文章表現など修正し、読み書き

障害のリスクを就学前に検出するための 5

項目を作成した。 

本年度は、昨年度の研究結果をふまえて

選定されたこれらの 5 項目（①文字を読む

ことに関心が無い、②単語の発音を正確に

言えないことがある、③自分の名前や、こ

とばを言いながら、一音一歩ずつ移動する、



あるいはコマを動かす遊びが出来ない、④

歌の歌詞を覚えることに苦労する、⑤文字

や文字らしきものを書きたがらない、書く

ことに関心がない）の有効性を検討するこ

とが目的である。 

 

Ｂ．研究方法 

１．１．調査協力児者 

東京都および神奈川県の保育園在園の年

長児の園、担任、および、保護者に調査へ

の協力を依頼し、それぞれから同意を得ら

れた児を調査協力児とした。調査協力児に

は個別の調査を行い、あわせて、児の担任

に 5 項目についてのチェックを依頼した。

調査期間は 2017 年 8 月～10 月であった。 

調査協力児は 163 名で、分析対象課題の

全データが得られた 134 名（男児 74 名、

女児 60 名；年齢レンジ 64 か月～78 か月；

平均月齢 71.9 か月）を分析対象とした。 

 

１．２．個別調査内容 

本研究が対象とする読み書き障害は、全

般的認知レベルは正常範囲であるのに、読

み書きに著しい困難を生じる学習障害であ

る。書くことの困難さの背景には、ほとん

どの場合、読みの問題が伴っている。読み

の障害は、文字・単語を音に変換すること

の困難さ、単語を正確かつ、あるいは流暢

に認識することの困難さが中核的な症状で

あり、言語の音韻的な側面に関する弱さが

主たる原因である（国際ディスレクシア協

会、2002）とされている。 

協力児に行った個別検査では、上記の読

み障害の定義に基づいて、以下の課題を行

った。すなわち、①認知レベルを確認する

課題、②読み障害の中核的症状である文

字・音変換能力と単語認識能力に関する課

題、③読み障害の原因と考えられている音

韻情報処理能力に関する課題、である。 

①認知レベルを確認する課題：認知レベ

ルを確認するために、言語性の課題と視覚

性の課題を行った。言語発達レベルを把握

するために、KABC-Ⅱ（日本版 KABC-II 制

作委員会、2011）の「なぞなぞ」を用いた。

視覚認知レベルの確認のために視覚記憶・

構成力の検査である DN-CAS（前川、中山、

岡崎、2007）の「図形の記憶」を用いた。

いずれも、検査の手続きに従って、実施し、

各児の評価点を算出した。 

②文字・音変換能力と単語認識能力に関

する課題（以下、読みに関する課題）：仮名

文字 71 文字の音読、および、平仮名で表記

された単語 10 語の音読を課題とした。 

平仮名 71 文字は、就学前児を対象とした先

行研究（国立国語研究所、1988）で明らか

にされた正答率の高い順から順に提示した。 

読み障害（ディスレクシア）の中核的な

症状は、単語を流暢、正確に認識する困難

さである。昨年度の調査の結果、年長児の

多くが 71 文字の大半を読むことができる

ことが明らかになった。また、読字数が 20

文字を超えると、単語読みが可能になると

いう報告がある（国立国語研究所、1988）。

そこで、今回の調査では、平仮名単文字の

音読に加えて、単語音読の課題を実施した。

平仮名3文字で表記された単語10語を課題

語とした。課題語は、『NTT データベース

シリーズ日本語の語彙特性 単語親密度』

（天野、近藤、1999）により、親密度が 6

以上であり、『NTT データベースシリーズ

日本語の語彙特性 第２巻単語表記①②』

（近藤、天野、1999）により、平仮名表記



の妥当性が 3 以上であることが確認された

ものから小学生の課題として適切と思われ

るものを選定した。A4 サイズの紙に横書き

で書いたものを提示し、音読することを求

めた。正確に読めた語数を記録し、流暢性

の評価として、音読時間を計測した。 

③音韻情報処理能力に関する課題（以下、

音韻意識課題）：音韻情報処理能力の中でも、

特に、読み障害と密接に関わることが明ら

かにされている音韻意識を評価するために、

音韻分解課題と音韻操作課題（単語・非語

の逆唱とモーラ削除）を行った。音韻分解

課題は 3 モーラ語 7 語（3 音節 3 モーラ語 1

語、2 音節 3 モーラ語 6 語）、4 モーラ語 8

語（4 音節 4 モーラ語 1 語、3 音節 4 モー

ラ語 7 語）を課題語とした。絵を提示し、1

モーラごとにタッピングしながら呼称する

ことを求めた。各児が分解した単位の総数

を課題の結果とした。音韻の発達は、大き

な単位の気づきからより小さな単位の気づ

きに進み、音節での分解ができるようにな

ってから、モーラでの分解ができるように

なるといわれている。また、特殊モーラ（撥

音、二重母音、長音、促音）の種類による

分解の難易度の異なりが明らかになってい

る（撥音、二重母音より長音、促音のモー

ラ分解がより難しく、獲得が遅れる）。課題

語のモーラ数合計は 53 である。モーラでな

く音節で分解した場合は、分解数は 53 より

少なくなる。したがって、分解された単位

の総数を、音韻分解の発達の程度を示すも

のとして考え、分析した。 

音韻操作課題は、単語の逆唱とモーラ削

除課題を行った。逆唱課題は、聴覚的に与

えられた単語の音列を音列の順を逆から言

う課題である。モーラ削除課題は、聴覚的

に与えられた単語から指定されたモーラを

削除して、残りを口頭で答える課題である。

逆唱の課題語は、2 モーラ、3 モーラそれぞ

れ有意味語 4 語、非語 6 語を用いた。削除

課題は、3 モーラ、4 モーラそれぞれ有意味

語 4 語、非語 6 語を用いた。課題の成否と

反応方法を記録し、反応時間を計測した。

今回の分析では、指を折ったり、空書して

考えるような視覚的な手段を用いずに、音

韻を内的に操作した回答での正答数を分析

に用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては、人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針（平成２

６年文部科学省・厚生労働省告示第３号）

および「上智大学『人を対象とする研究』

に関するガイドライン」を遵守し、「上智大

学『人を対象とする研究』に関する倫理委

員会」に申請し、承認を得た（承認番号

2016-36）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．各課題の結果 

１．１読みに関する課題結果 

１．１．１平仮名の読字 

 平仮名 71 文字の読字結果を図１に示す。

調査対象園のうち保育活動の中で、文字指

導を行っているのは 1 園（分析対象児数 19

名）のみであった。 

協力児が読めた文字数は、0 字から 71 字

までばらついているが、約 80％以上は 60

文字以上読むことができていた。 

 

１. １．２．単語の音読 

単語音読課題では、協力児の約 70％が 10



語全て読めていた（中央値 10）（図２）。そ

の一方で、1 語も読めなかったものが 21 人

（15.7％）いた。 

単語の音読時間には 4 秒から 69 秒まで、

大きなばらつきが見られた。10 語全てを読

めたもののうち 80％以上は、20 秒未満で読

むことができていた（音読時間レンジ：4

秒～69 秒、平均音読時間：17.1 秒、中央値：

12.9 秒）。 

読めた単語数と音読時間の間には、強い

負の相関が認められた（ピアソンの相関係

数 －0.733、ｐ＜.001）。（図４、表１）。 

 

１．２．音韻意識課題 

１．２．１．音韻分解課題 

 音韻分解課題では、3 モーラ語 7 語、4

モーラ語 8 語、計 15 語を課題語とした。課

題語の総モーラ数 53 である。分解総数が

53 より少ないことは、モーラ以外の単位

（音節、フット、語などモーラより大きな

単位）で分解しており、すべてをモーラで

分解できる段階よりは、未熟な段階にある

と考えられる。 

 音韻分解課題で、課題が全く理解できず、

課題が実施できなかったものは 3 名であっ

た。モーラでの分解がほぼ出来ていると思

われるもの（分解数 50～53）が 54 名

（40.2％）であった。彼らの大半は 4 モー

ラ語で促音を含んだ語を音節単位で分解し

ていた。全体では、分解数 45～49 のものが

一番多く、70 名（52.2％）であった（図 5）。

この群のものには、促音および長音を含ん

だ課題語を音節で分解する傾向が多く見ら

れた。 

 

１．２．２．逆唱課題 

 逆唱は、聴覚的に与えられた語／非語の

音列を逆にしていう課題である。2 モーラ

語 10 語（有意味語 4 語、非語 6 語）、3 モ

ーラ語（有意味語 4 語、非語 6 語）を課題

語とした。 

タイルや指、あるいは空書などの視覚的な

手段を用いることなく、内的操作で得られ

た正答数の合計を求めた。 

逆唱課題の正答数の分布を図 6 に示す。

協力児全体での正答数は 0～20 とばらつき

があり、中央値は 11 であった。全く課題が

出来ないものが 28 名（20.9％）いる一方、

正答数 10～14 のものが 49 名（36.3％）、

15～20 が 41 名（30.6％）であった。協力

児の 7 割弱は、10 語以上を正答しており、

語彙性に影響されることなく、2 モーラの

音列を逆にする音韻操作が可能であること

が見出された。 

 

１．２．３．削除課題 

 削除課題は、聴覚的に与えられた語／非

語から、指定された音を削除して、残りを

言う課題である。3 モーラ語 10 語（有意味

語 4 語、非語 6 語）、4 モーラ語 10 語（有

意味語 4 語、非語 6 語）を課題語とし、タ

イルや指などの視覚的な手段を用いずに、

音韻を内的に操作して得られた正答数の合

計を求めた。正答数の結果を図 7 に示す。 

 削除課題の正答率は、全体として逆唱課

題より低かった。課題が全く理解できず、

困難であったものは 47 人（32.8％）で、そ

の数は、逆唱ができなかったもの 28 名と比

較すると 1.5 倍以上多くなっている。正答

数の中央値は 5.5 で、これも逆唱課題の中

央値 11 より、かなり低い結果であった。 

 



１．２．４．読み能力との相関 

 個別調査の課題間の相関を示す（表 1）。

この表で「チェックリスト平均値」とある

のは、読み書きと関係する 5 項目（後述）

の記入結果を数値化し、平均値を算出した

ものである（数値が高いほど、リスク兆候

は見られないことを表す）。 

 分析の結果、個別調査結果のうち読みに

関する 3 項目（平仮名読字数、単語読語数、

単語音読時間）は逆唱課題との間に中程度

の相関が、削除課題結果との間に弱い相関

が見いだされた。単語音読時間は、音韻分

解数との間にも弱い相関が見いだされた。 

 

２．5 項目による抽出結果 

２．１．チェック項目数 

読み書き障害に、チック、吃音、不器用

を加えた 4 障害の早期発見のための全 19

項目からなる統合版チェックリストのうち

読み書き障害に関する項目は、下記の

N0.10～No.14 の 5 項目である。 

No.10 文字を読むことに関心がない（例：

絵本の絵を見るだけで、文字を読もうとし

たり、何と書いてあるか尋ねない） 

No.11 単語の発音を正確に言えないことが

ある（例：「いす⇒いしゅ」という幼稚な発

音ではなく、「エレベーター⇒エベレータ

ー」「クリスマス⇒クスリマス、クスリスマ

ス」のように、音の順番の変化、音の数の

増減など） 

No.12 自分の名前や、ことばを言いながら、

一音一歩ずつ移動する、あるいはコマを動

かす遊びが出来ない（例：“ぐりこ”の遊び

など） 

No.13 歌の歌詞を覚えることに苦労をする

（歌詞を理解する/しないに関わらず） 

No.14 文字や文字らしきものを書きたがら

ない、書くことに関心がない 

各項目について、記入者に「全くない／

ごくまれにある／時々ある／しばしばある

／常にある」のいずれかにチェックするこ

とを求めた。 

 上記のうち、「しばしばある」あるいは「常

にある」は、当該の現象がかなり頻繁にみ

られると考えられる。そこで、このいずれ

かにマークされたものを抽出すると 13 名

（9.7％）が見いだされた。13 名の内訳は、

1 項目で抽出されたもの 7 名（5.2％）、2 項

目で抽出されたもの 3 名（2.2％）、3 項目

で抽出されたもの 3 名（2.2％）であった。 

抽出に関わった項目は、N0.10 が 6 名、

No.11 が 1 名、No.12 が 4 名、No.13 が 6

名、No.14 が 5 名であった。 

 

２．２．抽出されたものの検討 

２．２．１．検討の観点 

 抽出されたものについて、認知レベル、

読みの力、音韻意識を検討した。 

 認知レベルは、言語性、視覚性の認知レ

ベルを示すものとして、KABC-Ⅱの「なぞ

なぞ」の評価点、DN-CAS の「図形の記憶」

課題の評価点を用いた。2 つの評価点のい

ずれかが 7 以上であるとき、認知的問題は

ないとした。 

 読みの力については、平仮名 71 文字音読

課題で読めた文字数が 9 文字以下のものを

リスクありとした。平仮名の読字数の結果

は、偏りが大きく正規分布をなしていない

ため、平均と標準偏差からリスクの有無判

定基準となる数値を選定することは適切で

ない。今回の調調査では、読字数 9 文字以

下には、全体の約 9％が含まれていた。先



行研究から、単語の読みは、読字数が 20 文

字以上になると可能になることが明らかに

されており、今回の調査でも、読字数が 19

文字以下のもので、単語が読めたものはい

なかった。したがって、読めた文字数が 9

文字をリスクの有無の判定基準とすると、

単語音読課題の結果は考慮する必要はなく

なった。 

 音韻意識に関しては、逆唱と削除の正答

数を検討した。個別調査課題間の相関分析

の結果、読みに関する項目（読字数、読語

数、単語音読時間）と音韻分解数は音読時

間とのみ弱い相関が認められただけであっ

た。したがって、音韻意識に関しては、音

韻分解数を除き、逆唱、削除課題の正答数

をリスクの有無の判定に用いることとした。 

 逆唱課題、削除課題の正答数の結果はい

ずれも正規分布をなしておらず、リスクの

有無の判定基準として、それぞれの平均

値・標準偏差を用いることは適切でないと

判断されたため、正答数０をリスクありと

した。正答数０のものは、逆唱課題で約

20％、削除課題で約 30％であった。2 つの

課題のうち、少なくとも一方が正答数０の

場合、音韻意識での問題ありとした。 

以上の基準を用い、また、読み障害（デ

ィスレクシア）の定義に基づいて、認知的

問題がなく、読み能力と音韻意識の双方で

リスクがみいだされたもの（読字数が 9 文

字以下で、かつ、逆唱または削除の正答数

が 0 のもの）を、読み書き障害のリスクあ

りと判断した。 

 

２．２．２． 1 項目で抽出された 7 名の

検討 

1 項目から抽出されたものは 7 名であっ

た。その課題結果を表２に示す。 

1 項目で抽出された 7 名のうち、A・B 児

2 名は、知的レベルが平均域にあるが、読

みも、音韻意識の項目とも基準値以下で、

読み書き障害の可能性が高いと判断された。 

E 児は、言語性、視覚性の課題結果から

知的障害が強く疑われ、学習障害には該当

しないと考えられた。 

他の 3 名（C 児、D 児、F 児）は全員読

字項目ではリスクが認められず、読み書き

障害のリスクは低いと考えられた。 

したがって、1 項目で抽出されたもの 7

名のうち、2 名が学習障害（読み書き障害）

のリスクありと判断された。 

 

２．２．３．2 項目で抽出されたものの検

討 

 2項目から抽出されたものは 3名（H児、

I 児、J 児）であった（表 3）。3 名全員、言

語性、視覚性ともに平均、あるいは、平均

以上の能力を示していたが、読み、音韻意

識の結果が基準値以下であった。したがっ

て、3 名全員、将来読み書きの困難を生じ

る可能性が極めて高いリスク児と判断され

た。 

 

２．２．４．3 項目で抽出されたものの検

討 

 3 項目で抽出されたのは 3 名（K 児、L

児、M 児）であった（表 4）。 

K 児、L 児は、言語性、視覚性ともに平

均以上の能力を示し、読字数が基準以下で

あったが、音韻課題は基準を上回っていた。

この 2 名は、リスク児ではなく、読み習得

の遅れと判断された。この場合の読み習得

の遅れとは、読み習得の基盤能力は整って



いるが、児が文字に興味・関心がなく、文

字学習を強制されない環境の中では、習得

が遅れている様相を示すが、小学校の一斉

指導を受けることでキャッチアップし、読

みの困難を生じる可能性は小さいことが予

想されるものをいう。 

M 児は言語性、視覚性ともに平均以下で、

知的障害が強く疑われ、学習障害には該当

しないと考えられた。 

したがって、3 項目抽出された 3 名は、

いずれもリスクありとは判断されなかった。 

 

以上の結果をまとめると、チェックリス

ト 5 項目中少なくとも 1 項目でマークされ

たもの 13 名（9.7％）の内訳は、学習障害

の読み困難のリスクが高いと判断されたも

のが 5 名（3.7％）、学習障害に該当しない

もの 8 名（6.0％）となった。 

 

２．３．5 項目では抽出されていないが、

個別検査結果から読みの障害が疑われた

ケース 

5 項目のいずれでも抽出されなかった

121 名中、読字数と音韻意識からリスクが

疑われたのは 2 名（N 児、O 児）であった

（表 5）。 

2 名のうち知的問題のない N 児は、読み

障害の可能性が高いリスク児と思われるが、

5 項目で抽出することはできなかったケー

スであった。 

O 児は、読字数、音韻課題ともに基準以

下であったが、知的発達の遅れが疑われ、

学習障害に該当しないと判断された。 

 

２．４．知的障害および習得の遅れとの鑑

別 

本研究の目的が就学前における学習障害

のリスク抽出であることを鑑みると、知的

障害、および、読み習得の単なる遅れとの

鑑別が重要である。本研究で用いた 5 項目

は、学習障害の抽出を目的としており、他

の要因（知的障害と読み習得の遅れ）がリ

スク児として抽出される率は低いことが望

ましい。その点について、以下、検討する。 

 

２．４．１．知的障害について（表 6） 

 今回の調査では、134 名中、6 名に知的障

害が強く疑われた。このうち、5 項目で抽

出されたものは 2 名であった。 

6 名中 4 名は 58 文字以上読めており、単

語も読むことができた。単語を読むことが

できたもののうち、3 名は、音読の遅さが

目立っていた。音韻意識課題は、全員困難

であった。 

 

２．４．２．読み習得の遅れについて 

 今回の調査結果から、読み習得の遅さが

疑われたものは 4 名であった（表 7）。その

うち 2 名は 5 項目中 3 項目で抽出されてい

た。他の 2 名（オ児、カ児）は 5 項目では、

抽出されなかった。 

 

２．５．結果のまとめ 

 今回の年長児を対象とした個別検査の平

仮名の読字数、逆唱課題、削除課題の結果

から、学習障害（読み障害）のリスクの有

無を検討した結果、6 名（4.5％）がリスク

ありと判断された。そのうち 5 名を 5 項目

でのチェックで抽出することができた。リ

スクがないと思われる 128 名中、8 名が抽

出群に含まれていた。今回の分析でのリス

クの有無は、個別調査の結果に基づいて判



定した。リスクの有無の検証は、各児の就

学後の読みの発達の様子からなされなくて

はならないが、さしあたって、今回の結果

をもとに、5 項目によるリスク児抽出の感

度および特異度を算出すると、感度 83.3％、

特異度 93.8％となる。 

 

２．６．チェックリスト記入者からの質問 

 5 項目を記入するにあたって、記入を依

頼した保育園担任からコメント、質問を受

けた。それらを、以下に記す。 

No.12「自分の名前や、ことばを言いなが

ら、一音一歩ずつ移動する、あるいはコマ

を動かす遊びが出来ない（例：“ぐりこ”の

遊びなど）」に関して、「子ども達と、そう

したことをやったことがない。」、「“ぐりこ”

という遊びを子ども達がしているのを見た

ことがない。」というコメントがあった。 

No.13「歌の歌詞を覚えることに苦労する

（歌詞を理解する／しないに関わらず」に

関しては、「一斉の歌唱場面で、一人一人の

歌う状態を把握することは難しい。」、「どの

程度正確に歌えていればいいのか、判断が

難しい。」という意見が聞かれた。 

No.14「文字や文字らしきものを書きたが

らない、書くことに関心がない」に関して

は、「自分の園では、文字指導を行っておら

ず、文字を書かせることがない。」というコ

メントがあった。 

また、このチェックリストに記入するこ

とで、子ども達を観察する際、何に注目し

たらよいかわかり、役立ったという記入経

験に対して意義を見いだしたコメントも多

く寄せられた。 

 

Ｄ．考察 

１．リスク児の抽出 

 今回の協力児（134 名）に個別に実施し

た読み課題、音韻意識課題の結果から、読

み書き障害の可能性が高いと推測されたリ

スク児が 6 名（4.5％）見いだされた。その

うち 5 名を 5 項目のチェックから抽出でき

た。リスク児でないと判断された 128 名中、

8 名が 5項目からの抽出群に含まれていた。

その内訳は、リスクはないと思われるもの

4 名、知的障害が疑われるもの 2 名、読み

の習得が遅れていると思われるもの 2 名で

あった。今年度の協力児の結果について、

就学後のリスクの有無について検証がなさ

れることが必要であるが、さしあたり、今

年度の個別課題の結果を踏まえた暫定的な

結果からは、5 項目によるリスク児抽出に

関しては、感度 83.3％、特異度 93.8％とな

り、5 項目は、リスク児を抽出に有効に機

能すると考えられる。 

 

２．学習障害、知的障害、読み習得の遅れ 

 就学前の学習障害のリスク児抽出に関し

ては、知的障害、および、習得の遅れとの

判別の問題が生じる。特に、学習障害の診

断は就学後に確定するため、習得の遅れと

の判別は難しいことが予想される。 

 知的障害との判別については、134 名中、

知的障害が疑われたものは 6 名であった。

この 6 名中 2 名が抽出群に含まれていた。4

名は抽出群に含まれることはなく、知的障

害との判別に関して、5 項目はある程度有

効に機能したと考えられる。 

 読み習得の遅れとの判別に関しては、読

み習得の遅れが疑われた 4 名中 2 名が抽出

群に含まれており、知的障害と比較すると、

判別がより難しいことが示された。 



 今回の調査結果から知的障害のある児の

就学後の読み発達を以下のように想定する

ことができる。知的障害の疑いのある 6 名

中 4 名は、平仮名 58 文字以上、単語を 6

語以上読むことができており、読字数、読

語数においては、他児との違いは明確では

なかった。しかし、単語が読めたもの 4 名

中 3 名は単語音読時間において平均および

中央値からかなり乖離した遅さを示した。

このことから、知的障害のある児における

読みは、単文字の文字・音変換は習得でき

るものの、複数の文字のまとまりを扱うこ

とに困難を生じ（単語の読みの流暢性の困

難）、遂字読みから、単語のまとまりをとら

えた流暢な読みへの進展が困難になること

が想定される。 

読み習得の遅れが想定された 4 名につい

ては、今回の調査に関して、以下の課題が

見いだされた。読み習得の遅れが想定され

た 4 名は、いずれも調査時点で読める文字

数は少なかったが、3 名は音韻意識の成績

では、年長児平均を示していた。彼らには、

2 つ以上の音韻を操作する能力の発達が認

められた。このことは、文字・音変換によ

って得られた、複数の音を単語としてまと

めあげる能力の育ちを意味する。したがっ

て、この 3 名は、単文字の読みから単語の

読みへとスムーズな進展が期待できる。他

の 1 名は、音韻意識の基準値をかろうじて

上回っているが、他の 3 名のレベルと同様

の音韻発達とは言い難い。今回の分析にお

いては、この児は、読み習得の遅れと判断

されたが、この児の読みの発達を確認する

ことは今回の調査結果を検証するための今

後の重要な課題の一つである。 

 

３．保育の中でのチェックリスト活用の意

義 

今回のチェックリストは保育園の年長児

担任に記入を依頼し、担任から様々のコメ

ントが届いた。 

チェックリストに記入することに意義を

見いだしたというコメントが多く寄せられ

た。すなわち、保育の中で、見るべきポイ

ント・行動観察の視点を得た、今後の保育

の中で、どのような活動を取り入れたらよ

いかという示唆を得たというものである。

チェックリストに記入すること自体が保育

活動において積極的意義を有し、その後の

保育活動内容にポジティブな影響を与える

可能性が示された。 

 

４．今後の課題 

今後の課題は、上述したように今回のリ

スクの有無の判断について就学後の調査に

よって確認し、調査の精度を確認すること

である。 

また、項目をより活用しやすいものにす

るために、各項目の表現の吟味、補足説明

の付加を検討することも今後の課題である。 

各項目は、昨年度の結果をふまえ、文章

表現をより分かりやすいものに修正された

が、より分かりやすくするためには園生活

の実態を反映するような表現が必要である

と思われた。たとえば、音韻意識の発達に

関する項目では、「“ぐりこ”という遊びを

子ども達がしているのを見たことがない。」

というコメントがあった。それに対して、

いくつか他の音韻分解、操作が関わる具体

的な活動例を挙げたところ、園児が実際に

行っている活動として、「友達の名前と自分

の名前の長さを比べる／違いがわかる」



「‘ねこ’と‘しまうま’はどちらのことば

が長いかなど、ことばの長さの違いに気づ

く」という活動はよく観察される、という

反応があった。用紙・スペースの制限をふ

まえた上で、読みやすい簡潔な表現、分か

りやすい例示、に加えて、補足説明の提供

方法なども今後考慮すべきことである。 

 

Ｅ．結論 

読み書き障害の早期発見に有効と思われ

る 5 項目の有効性について、個別調査結果

と照合して、検討し、有効性を認めた。 
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1） 原 惠子：発達性ディスレクシアの早

期発見・早期介入の実践報告－ディコ

ーディング経験の頻度に焦点をあてて

－．日本 LD 学会第 26 回大会，宇都宮

2017.10.7. 

2） 原 惠子，加藤醇子，大石敬子，石坂

郁代：発達性読み書き障害のリスク検

出のための就学前チェックリスト作成．

第 43 回日本コミュニケーション障害

学会学術講演会，名古屋，2017.7.8. 

3） 村田百子，原 惠子，荻野美佐子，都

田青子：学齢児におけるかな文字表記

の習得過程：特殊音節に焦点をあてて．

第 43 回日本コミュニケーション障害

学会学術講演会，名古屋，2017.7.8. 

4） 宮城理奈，原 惠子，荻野美佐子，道

又爾：漢字書字におけるチャンキング

スキルの発達．第 43 回日本コミュニケ

ーション障害学会学術講演会，名古屋，

2017.7.8. 

5） 権田朋子，原 惠子，荻野美佐子，山

本崇博：自閉症スペクトラム者の言

語・コミュニケーション：語の意味理

解と対話での返答に焦点をあてて．第

43 回日本コミュニケーション障害学

会学術講演会，名古屋，2017.7.9. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1) 特許取得 

 なし 

2) 実用新案登録 

 なし 

3) その他 

 なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



      

 

表 1 個別検査課題間の相関 

表 2 1 項目で検出されたものの課題結果 

ID 性別 言語 視覚 読字数 逆唱 削除 

A M 9 8 0 0 0 

B M 14 5 4 0 0 

C M 16 11 71 16 17 

D M 12 12 70 10 9 

E M 5 1 70 0 0 

F F 3 8 67 9 0 

G M 5 8 71 10 4 

 

背景色のついた箇所は、言語、視覚に関しては評価点 6 以下、 

          その他の箇所については基準値以下であることを表す。 

          以下の表においても同様。 

CL 平均値 言語理解 視覚認知 

平 仮 名

読字数 読語数 音読時間 

音韻 

分解数 逆唱 削除 

CL 平均値  1 .242** .232** .470** .446** -0.119 0.082 .343** .261** 

言語理解   1 .356** 0.130 0.141 -.299** .250** .412** .317** 

視覚認知     1 .223** .249** -.356** .333** .419** .328** 

平仮名読字数       1 .934** -.660** 0.070 .494** .344** 

読語数         1 -.733** 0.098 .557** .395** 

音読時間           1 -.298** -.523** -.312** 

音韻分解数             1 .282** .174* 

逆唱               1 .770** 

削除                 1 

**. ＜.001  

*.  <.05  

 

CL 平均値とは、チェックリストの読み書き障害の徴候に関係する 5 項目の結果を数値化し、その平

均値を算出したものである。数値が 5 に近いほど、徴候が見られないことを示す。 

 

 

 



 

      表 3 2 項目で検出されたものの課題結果 

 

ID 性別 言語 視覚 読字数 逆唱 削除 

H M 8 11 0 0 0 

I F 9 11 2 0 0 

J M 12 14 2 0 0 

 

 

 

      表 4 3 項目で検出されたものの課題結果 

 

ID 性別 言語 視覚 読字数 逆唱 削除 

K M 12 13 9 9 3 

L M 8 8 7 10 9 

M M 3 5 0 0 1 

 

 

 

      表 5 5 項目では検出されていないが読み困難のリスクが疑われるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ID 性別 言語 視覚 読字数 逆唱 削除 

N M 6 12 2 0 0 

O M 4 6 7 0 0 



 

 

      表 6 知的障害が疑われたもの 

検出 ID 性別 言語 視覚 読字数 読語数 音読時間 逆唱 削除 

あり E M 5 1 70 10 14.9 0 0 

あり M M 3 5 0 0 ー 0 1 

なし ア M 3 5 64 10 53.1 0 0 

なし イ M 3 6 67 7 60.7 0 0 

なし ウ M 3 1 58 6 41 0 0 

なし エ M 4 6 7 0 ー 0 0 

 

 

 

      表 7 習得の遅れが疑われたもの 

 

抽出 ID 性別 言語 視覚 読字数 逆唱 削除 

あり K M 12 13 9 9 3 

あり L M 8 8 7 10 9 

なし オ M 11 7 1 10 7 

なし カ F 8 7 8 1 1 
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図 4 読語数と音読時間 

0

5

10

15

20

25

30

35

40
（％）

読語数 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

0

10

20

30

40

50

60

不可 ～39 40～44 45～49 50～53

（％）

音韻分解数（／53）

図5 音韻分解課題結果



 

 

 

Ⅱ.分担研究報告書 
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分担研究報告書 

 

読み書き障害の早期アセスメント評価 

 

研究分担者 北 洋輔 

 

国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 知的障害研究部 室長 

 

 

研究要旨 

読み書き障害は就学前において確定診断がなされず、早期治療や支援の遅れが社会的課

題となっている。本分担課題では、顕在化しにくい読み書き障害の早期発見に向けた評価

項目の開発・選定を目的とした。対象を延べ 775 名の就学前児として、全例直接面接法に

て児の評価を行った。読み書きに関する評価では、昨年度有用な項目として選定された 5

項目を組み込んだ統合版の観察シートを用いた。その結果、5 項目においても高い識別力、

等質性、再検査信頼性を認めた。また、児のひらがな読み能力について個別検査をしたと

ころ評価項目の基準関連妥当性も良好であると判断された。更に、読み書きに与える社会

的要因の交絡影響を最小限にとどめた離島地域における 2 年にわたる前向きコホート調査

を完遂した。初年度に実施した就学前の評価（5 項目）から、就学後の読み書き障害の診断

を予測する精度は、診断一致率 83.7%と高値を示した。これらより、開発・選定した評価 5

項目は、読み書き障害の早期発見において有用かつ実用的な研究成果と考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

発達性読み書き障害（Developmental 

Dyslexia：以下、読み書き障害）は、全般

的な知的機能が平均的な範囲にありながら

も、文字の「読み」かつ／または「書き」

の習得と使用に著しい困難を認める障害で

ある。WHO の国際疾病分類（ICD-10）で

は、特異的読字障害（F81.0）、特異的書字

障害（F81.1）などに位置づけられる。本邦

では、長年明確な診断基準が乏しく、診断

や治療の遅れが顕著であったが、ガイドラ

インが策定された以降では急速に小児医療

分野において診断・支援体制が整いつつあ

る。 

一方、文部科学省が文字学習を就学以降

と定めている影響もあり、読み書き障害の

診断は小学校低学年以降に下されることが

多い。しかし、文字を使った学習は就学後

に急速に展開されるため、読み書き障害児

はすぐに学業不振が定着し、学校不適応と

いう問題に発展することもある。厚生労働

行政の一課題としてあげられる発達障害の

早期支援を鑑みても、就学前での読み書き

障害に対する早期発見と早期支援体制を充

実させることは社会的急務を要する課題で

あろう。 



これまでの読み書き障害の早期発見に関

わる研究は、主に幼児個人の認知能力の測

定に焦点が当てられている。例えば、幼児

期の音韻認識能力や Rapid Automatized 

Naming（RAN）の能力、視覚認知能力が

就学後の読み書き能力を予測するとされる。

だが、個人個人の能力を測定する個別検査

は、実施と評価に時間や費用を要するため

に、簡便にかつ短時間に障害をスクリーニ

ングするという性質にはなじみにくい。 

そこで本分担研究では、簡便にかつ短時

間で読み書き障害のリスクの高い児をすく

い上げるために、巡回相談員等が利用でき

る評価項目の開発を目的として行われた。

昨年度（平成 28 年度）は、20 項目からな

る評価項目を開発し、延べ 789 名を調査し

た上で、読み書き障害をスクリーニングす

る上で有用な 5 項目を選定した。本年度（平

成 29 年度）は、選定した 5 項目を含んだ統

合版を利用した調査を行い、5 項目での信

頼性・妥当性の検証を行うことを目的とし

た。併せて、昨年度の調査対象児について

追跡調査（前向きコホート調査）を行い、

年長児でのスクリーニングから、就学後で

の診断域の可否を予測する精度の検証も目

指した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象児 

年長児を主たる対象とした延べ 775 名

（うち男児 393 名）である。以下内訳であ

る。 

 

（１）健常年長児 

通常保育園・幼稚園および子ども園に通

園する 634 名を対象とした。調査園数は 22

園（6 行政地区）であった。5 名は有効回答

が得られなかったため、629 名を解析対象

とした（平均年齢（標準偏差）＝ 5.64 歳

(0.29)、範囲 ＝ 5.17 − 6.25 歳、男児数= 

312 名（49.6%））。 

 

（２）再評価対象児 

評価項目の再検査信頼性の検証のために、

上記年長児のうち 94 名（2 園）については

再評価を行った。再評価を実施した年長児

の割合は全体の 14.9%であり、再検査信頼

性の検証には充足数である。検査間間隔は、

約 2 ヶ月とした。 

 

（３）健常年中児 

健常年長児と合わせて通常園に通園する

年中児 32 名についても評価を行った。後述

する読み能力検査（外的妥当性検証用）を

年長児に適用する際に、下限値の判断基準

として合わせて調査を行った。 

 

（４）疾患群 

小児科や言葉の教室等にて受診や支援を

受ける児 20 名を対象とした。受診理由は読

み書きの困難を主とする一方で、他の障害

種も多く存在した。これは、将来的な巡回

相談での利用を鑑みて、評価項目の実施感

を探索調査する目的で行った。 

 

２．評価項目 

（１）読み書きに関する評価項目 

昨年度開発された 20 の評価項目（読み

10 項目・書き 10 項目）から、高精度とし

て選定した項目をもとに、他の研究分担者

（原恵子）と表現・内容と調整した 5 項目

を利用した（表１）。本 5 項目は、他の疾患



と合わせた統合版の観察シート（全 19 項

目）に組み込まれている。各評価項目は 5

件法（全くない〜常にある）で回答を求め、

得点が高いほど、その項目に関する困難が

大きいとした（最小 1 点～最大 5 点）。 

 

（２）児の読み能力 

評価項目の基準関連妥当性（外的妥当性）

を検証するために、児の読み能力を検査し

た。検査項目は、音韻認識能力とひらがな

読み能力とした。前者は、音韻分解課題、

音韻抽出課題、音韻削除課題、および仮名

選択課題から構成した。刺激単語（有意味

語）はそれぞれ 2 モーラ、3 モーラとして、

6 課題ずつ実施した（2 種×6 課題＝各 12

課題）。後者は、ひらがな単文字をランダム

に配置した刺激表（清音のみ、45 文字）の

音読を求めた。 

検査は、検査者と児一人の個別形式とし、

口頭による反応を得た。評価基準は各々の

課題の正誤とし、一つの正答につき 1 点を

与えた。なお、検査の対象は健常年長児 634

名のうち 299 名、健常年中児 32 名全員と

した。それぞれ検査が完遂できた児 270 名

（91.2%）、29 名（91%）を解析対象とした。 

 

３．評価方法 

本研究課題が巡回相談時に利用する評価

項目の開発であることを鑑みて、全例面接

形式とした。調査者が児の主たる保育者・

担任に直接面接し、評価項目について児童

一人一人について回答を求めた。調査者の

属性としては、研究者の他、言語聴覚士・

理学療法士・作業療法士・臨床心理士・臨

床発達心理士などの専門家とした。評価の

所要時間は、児童一人について約 5～10 分

の所要時間であった。 

 

４．解析方法 

（１）信頼性 

昨年度において因子構造の信頼性・妥当

性は確認されているため、本年度は信頼性

のみ検証を行った。すなわち、19 項目に組

み込まれたことで 5 項目の信頼性に揺らぎ

が生じていないかを確認した。Cronbach

のα係数と項目−全体得点相関（Item-Total 

Correlation：IT 相関）を算出した。解析デ

ータセットは、健常年長児 629 名を用いた。 

 

（２）調査年度による得点変動 

調査年度（昨年度、今年度）によって、

評価項目の得点に変動がないかを検証した。

すなわち昨年度面接調査した健常年長児

482 名のデータと、本年度のデータを比較

した。各評価項目の得点比較にはウェルチ

の t 検定（Welch's t test）、得点の分布比較

にはコルモゴロフ – スミルノフ検定

（Kolmogorov–Smirnov test）を用いた。 

 

（３）再検査信頼性 

再検査信頼性を検証するために、項目別

にκ係数、一変量モデルによる級内相関係

数（Intraclass Correlation Coefficients：

ICC）、および単純相関係数（Spearman ρ）

を算出した。解析対象は再検査を実施した

94 名である。 

 

（４）基準関連妥当性 

基準関連妥当性の検証にあたり、まず児

の読み能力について検査項目別に記述統計

量を算出した。次に評価項目の状況と読み

能力の成績から、相関係数（Pearson r）を



算出し、基準関連妥当性を検証した。解析

対象は検査を完遂した健常年長児 270 名で

ある。 

 

（５）予測精度 

昨年度評価を行った児を就学後以降も追

跡し、就学前の評価から就学後の読み書き

障害の診断の有無の予測精度を検証した。

対象児は、地政学的に他地域との交流が少

なく、また教育資源が一定程度共通してい

る地域に住む児とした。これらの対象を設

定することで、教育や交流資源といった、

読み書きに与える社会的要因の交絡影響を

最小限にとどめ、予測精度の検証に有益と

考えられる。 

対象児は離島在住の 105 名（昨年度）で

ある。本年度も評価し得た児は 86 名（＝脱

落率 18.1%）であった。就学後の 86 名につ

いて、特異的発達障害診断・治療ガイドラ

インにしたがって、読み 4 検査（単音・有

意味単語・無意味単語・単文）および読み

書きの臨床症状チェックリスト（面接対象

者：教員）を実施した。同ガイドラインに

従って 4 検査のうち 2 検査で異常値および

チェックリストの陽性項目が7/15項目以上

を満たした児を、読み書き障害の診断域と

判定した。その上で、就学前での評価と就

学後の診断の有無から予測精度を検討した。 

 

（１）〜（５）の解析は全て R3.3.3 で行っ

た。 

 

５．倫理面への配慮 

本研究は人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針（平成２６年文部科学省・厚

生労働省告示第３号）に基づき、国立精神・

神経医療研究センター倫理委員会に承認さ

れたプロトコル（A2015-004）に従い実施

した。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）信頼性 

5 項目でのα係数は.77 であり、IT 相関

は.56 以上（p < .001）であった（表２）。

また、項目削除によるα係数の大幅な変動

が認められないことから、5 項目での評価

項目の信頼性が良好であると判断された。 

 

（２）調査年度による得点変動 

各評価項目において、昨年度と今年度で

有意な得点の変動は認められなかった（表

３：all ps > .05）。また、得点分布について

も調査年度における有意な変化は認められ

なかった（all ps > .05）。調査年度における

得点および分布変動はなく、安定している

と判断された。 

 

（３）再検査信頼性 

評価項目#12 を除いて、4 項目ではκ係

数、ICC および ρ は有意であった（表４）。

評価項目#12 のκ係数、ICC および ρ は全

て有意ではなかった。#12 を除いて高い再

検査信頼性があると判断された。 

 

（４）基準関連妥当性 

音韻認識能力の課題別の成績を図１に記

す。また、ひらがな読み能力の成績を図２

に記す。これらの成績と評価項目の合計得

点について相関係数（Pearson r）を算出し

たところ、音韻抽出課題とひらがな読み課

題において有意であり、基準関連妥当性が

あると判断された（表５）。 



 

（５）予測精度 

追跡完遂対象 86 名のうち、就学前の 5

項目からリスク児と判定された児は 14 名

であった（判定基準は、昨年度と同様に 5

項目のうち、「常に」「しばしば」に該当す

る項目が 1 項目以上あること）。また、就学

後の読み検査および症状チェックリストの

基準から、読み書き障害の診断域にある児

は 16 名であった。これらから予測精度を検

証すると、陽性予測値は 57.1%（診断域 8

名／リスク児 14 名）、陰性予測値）は 88.9%

（非診断域 64 名／非リスク児 72 名）であ

った。また感度、特異度はそれぞれ 50%、、

91.4%と計算された。診断正確度（正しい

判定がなされた率）は 83.7%と十分な値を

示した（表６）。 

 

Ｄ．考察 

１．評価項目の信頼性・安定性・妥当性 

昨年度十分な信頼性・妥当性を得た評価

項目が、本年度統合版に組み込むことで信

頼性等に影響が生じるかを検討した。本年

度統合版によって調査した 5 項目について

は、安定的な識別力（IT 相関）、等質性（α

係数）が得られ、調査年度に関わらない得

点・分布の安定性が認められた。再検査信

頼性については、一項目を除いて高い値が

得られた。信頼性が低下した項目#12 につ

いては、再検査時に「練習したら出来るよ

うになりました」と、検査間隔時での教員

による介入の影響が考えられた。そのため

に、尺度としての再検査信頼性には著しい

影響はなく、5 項目全体としての再検査信

頼性はあると判断できる。また、音韻認識

能力やひらがな読み能力を基準とした解析

に基づき、基準関連妥当性が十分にあると

判断された。これらから、統合版に組み込

んだ 5 項目でも尺度特性として信頼性・妥

当性が極めて良好であり、尺度として利用

することに十分耐えうるものと考えられる。 

 

２．予測精度 

読み書きに与える社会的要因の交絡影響

を最小限にとどめた離島地域におけるコホ

ート調査を完遂し、予測精度を求めた。そ

の結果、就学前のスクリーニング評価と就

学後の診断の一致率は 83.7%と十分な値を

示した。つまり、就学前の 5 項目による行

動観察評価は、就学後の読み書き障害の顕

在化を予測する上で有用と考えられる。特

に、対象者数の問題から陽性予測値は低く

算出された（57.1%）ものの、陰性予測値

は 88.9%と高値を示した。感度、特異度か

ら計算される陽性尤度比は 5.8 でもあり、

本項目を用いると診断域やグレーゾーンの

子どもは広く抽出する一方で、健常児につ

いては高い精度で除外できることが分かり、

スクリーニングとしての機能が高いと考え

られた。5 項目の評価に要する時間が極め

て短時間（1～2 分）であることをふまえて

も、本 5 項目の予測精度は十分な値と位置

づけられる。 

 

３．本年度の成果と今後の方向性 

本年度の成果は、追跡調査が難しい就学

前後にわたる評価を完遂し、高い予測精度

を算出し得た点である。また、初年度に抽

出した 5 項目の信頼性・妥当性を再度示す

ことができた点においても成果と考えられ

る。今後は、各都道府県での利用に向けた

社会実装と、スクリーニングで抽出した児



に対する精査方法の確立、および早期介入

方法の開発が求められるであろう。 

 

Ｅ．結論 

読み書き障害の早期発見に向けた有用な

5 つの評価項目を開発・確定した。 
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表の説明 

表１．読み書き障害に関わる５つの評価項

目  

項目番号（#）は統合版 19 項目に揃えてい

る。 

 

表２．信頼性分析の結果 

 

表３．調査年度による得点変動 

 

表４．再検査信頼性の解析結果 

 

表５．基準関連妥当性の解析結果 

5 つの評価項目の合計得点と各課題成績か

ら相関係数が算出されている 

 

表６．前向きコホート調査による予測精度 

 

図の説明 

図１．音韻認識能力の課題別の成績（平均、

エラーバーは標準誤差） 

各課題は 12 点が最高点である。年長児は音

韻分解・削除課題（N=270）、音韻削除

（N=197）、仮名選択（N=114）である。年

中児（N = 29）は、音韻削除課題は実施せ

ず。 

 

図２．ひらがな読み能力の成績分布（度数

分布） 

（a）年長児 （b）年中児 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１．読み書き障害に関わる５つの評価項目 

表２．信頼性分析の結果 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．調査年度による得点変動 

 

表４．再検査信頼性の解析結果 

表５．基準関連妥当性の解析結果 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６．前向きコホート調査による予測精度 
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図２．ひらがな読み能力の成績分布（度数分布） 

図１．音韻認識能力の課題別の成績 


